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第１章 調査の目的・概要 

 
１. 調査の背景・目的 

沖縄におけるコールセンターの立地は、これまでの国の沖縄振興策や沖縄県の取り組み

の成果もあって 1990 年代後半から急速に進展し、沖縄におけるコールセンターでは情報通

信関連産業の全雇用者の約 70％に当たる約 17,049人（76社、2015年１月現在）が雇用さ

れ、沖縄経済を支える重要な柱の一つとなっている。 

一方、被雇用者の多くは、就職後数ヶ月～３年程度で離職する傾向が続き、近年、雇用

主は、必要な労働者数を確保しづらくなってきている。 

このような現状を踏まえ、企業側は、働きやすく働きがいのある環境等の整備に努力し

てきているが、必ずしも求職者側に、そのなされた努力が伝わっていないとの指摘がある。 

本調査は、沖縄のコールセンター事業における求職者と求人者間のミスマッチの内容や

現状の分析と課題等を踏まえ、労働力確保や定着率向上方策の検討を行い、必要な取り組

みを整理し、企業、業界等関係者の効果的な対応を促すことを目的とする。 

 

  



 

2 

 

２. 調査の視点 

コールセンター事業の概況や事業を取り巻く諸情勢を踏まえ、本調査の要諦を下記のよ

うに整理した。 

調査は、労働者不足等への対応は元より、今後、特に留意することが必要な事項や命題

を以下のとおり定めた。これを踏まえた論点を前提として調査を進め、沖縄におけるコー

ルセンターの将来を見据えた産業としての在り方や、労働力をいかに確保していくかなど

について検討を行った。 

【命題】 

今後、コールセンター事業に影響を及ぼす事象はどのようなことがあるか。これを踏ま

え、持続可能な事業基盤整備に必要なことは何か。 

 
【留意することが必要な主な事項】 

［労働者の確保］ 

（１） コールセンターにおける有効求人倍率は、全職業平均 0.62 に対し、2.01倍と３倍

以上となっており、背景には、高い離職率と雇用のミスマッチが指摘されている。一

方、沖縄の生産年齢人口（15 歳～64 歳）は、2012 年から減少に転じており、2025

年をピークにその後、総人口も減少に転じると推計されている。沖縄に限らず全国で

労働者の確保は、企業の成長を左右する最重要な課題となる。こうした中、人材派遣

業の急成長、ワークライフバランス重視、女性やシニア世代の積極的登用等多様な働

き手・働き方が模索され、取り入れる企業が出ている。このような動きにともない労

働関係法令の改正や見直しが進められている。 

［新技術への対応］ 

（２） クラウドコンピューティング等進化を続けるＩＴは、人口知能やロボット等人的

な作業を部分的に置き換えることが可能となっている。効率化、省力化等の設備投資

能力によって、企業の明暗が分かれる可能性が高い。 

［グローバル経済への対応］ 

（３） 中国、ベトナム等沖縄近隣の東南アジア諸国は、高い経済成長が続いており、我

が国の製造業をはじめ産業全般では、ビジネス拠点を新・移設するなど今後、東南ア

ジアとの経済関係は、より広範囲で密接な関係となる。 

 
【論点】 

 
１．今後、沖縄におけるコールセンター産業は何を目標とすべきか。 

２．その実現に向けた労働力確保等個別課題への対応策及び産学官の役割は何か。 

３．今後の取り組みを確実に推進するためは、どのような仕組みが必要か。 
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３. 調査方法等 

本調査では、これまで実施されてきた多くの調査資料、統計資料を収集整理のうえ、コ

ールセンターを代表する企業、業界団体、業界に関する情報を保有する企業等へのヒアリ

ング調査、全国及び沖縄県に立地するコールセンター事業所を対象としたアンケート調査、

ヒアリング調査の実施、求職者サイドにある教育機関等の就職担当者へのヒアリング調査

を実施した。さらに、学識、業界団体、行政等による調査検討委員会を設置し、収集した

諸情報や分析を基に、多様な視点から意見交換を行った。また、調査期間の後半に「コー

ルセンターにおける雇用環境等に関するシンポジウム」を開催した。 

 
 
 
 
  

【現状分析】 

既往調査、統計等分析 

 

【事業所調査】 

アンケート調査 

ヒアリング調査 

 

【ｺｰﾙｾﾝﾀｰ産業の展望】 

【対応課題の抽出】 

【教育機関等ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査】 

【雇用の安定策】 

（労働力確保） 

【産業集積可能性】 

（将来像） 

【シンポジウム開催】 

【関係団体等ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査】 

【実現のための仕組み】 

調査検討委員会 
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第２章 沖縄におけるコールセンター現状調査（まとめ） 

本調査は、沖縄におけるコールセンター産業の持続成長に必要なことについて、沖縄の

将来人口予測、労働力確保と雇用ミスマッチ、他地域と沖縄の比較優位性、産業を取り巻

く環境変化や将来像等多角な視点から実施した。第３章以降で個々に整理しているが、本

章では、喫緊に実施する必要があることやその必要性について簡潔に整理するとともに、

今後の必要な取り組みについて整理し、全容を理解できるようにした。なお、個々の取り

組みの具現化には、情報セキュリティ、個人情報保護、コンプライアンス等について事業

者間や行政における詳細な検討が必要となる。 

 

１. 調査結果概要 

(１) 国内のコールセンター産業の概要 

［市場］ 

１） 市場規模は 8,000億円を超え、引き続き成長すると推測されている。オフショア（日

本向けサービス）は、日本語の壁から困難で、当面、国内市場が中心となる。 

２） 人口知能、ＩＴは、人による対話作業を置き換え省力化が進むことが予想されてい

るが、人による対話型需要は残る。 

３） 事業所は、沖縄県（88）※1、北海道（78）、福岡県（46）の順で集積している。地

方拠点は、行政の誘致施策の他、労働力、交通利便性、ＢＣＰ（災害時のバックアッ

プ対策）等の観点から進出している。 

４） 近年、北九州市、静岡県が誘致に積極的に取り組んでいる。 

［課題］ 

１） 働く環境（正社員化、キャリア支援、研修制度、短時間労働等）整備に努力してい

るが、オペレーターの確保難、高い離職率など厳しさが増している。 

 

(２) 沖縄におけるコールセンター産業の概要 

［概要］ 

１） 2000 年前後から、急速に立地が進み全国一の集積地（平成 27年 1月時点：76社 98

事業所、17,049人雇用）※2となっている。   

２） 約８割の事業所は、支社・支店事業所となっており、５ヶ所の事業所を運営する企

業もある。 

３） 地域別の事業所立地数は、那覇市が 55.1％と最も多く、次いで沖縄市 11.2%となっ

ており、那覇市とその近郊に全体の約７割が立地している。 

４） 非正規従業者の割合は約７割、一年間でみた離職率は約４割で、アウトソーサーが

概ね高い。 

５） 離職防止のための今後の取り組みとして、賃金を上げる、働き方の自由度を上げる、

正社員の枠を増やすとなっている。 
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６） 全国でも少ない業界団体（沖縄県コールセンター産業協議会（平成 12年）､沖縄県

ＢＰＯ※3産業協議会（平成 26年））が組織され、課題・情報共有や事業所相互訪問等

を行っている。 

７） 約８割の事業所が業務の繁忙･閑散期があるとされ、同様の課題を持つホテル等と

連携し、雇用を維持した企業がある。 

 
［課題］ 

１） 求人への応募者は少ない中、短期の離職率も高い。約３割の事業所が常に労働力（求

人倍率は 2.01倍に拡大）不足と感じている。 

２） 雇用環境等に係る情報が正しく求職者、教育機関、就業支援機関等に伝わっていな

いことが、業界に対するネガティブイメージを持たれる要因となっている。 

 

 

■沖縄県内のコールセンター事業所立地、雇用の推移 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

出典：沖縄県商工労働部情報産業振興課調べ（年次集計） 

 

 

※1：コールセンター白書の数値（詳細は p22） 

※2：県外からの立地企業のみの集計値（詳細は p23） 

※3：BPO(「ビジネス・プロセス・アウトソーシング」)自社の業務プロセスを外部企業に委託すること。 
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２. 沖縄におけるコールセンター産業の発展に向けて（総論） 

 
（１） 沖縄は、若い豊富な労働力、積極的な誘致策等により全国一の集積地となり、コ

ールセンターは大きな雇用を生み出す産業となっており、県経済の一翼を担っている。 

（２） 一方、労働力の確保は年々厳しさを増しており、有効求人倍率は 2.01倍（全産業

の３倍）、約３割の事業所が常に人手不足と感じており、短期の離職者（１年間で４

割（非正規））が多いなど、雇用を巡る多くの課題が顕在化している。 

（３） 雇用環境は比較的充実してきているが、このような情報が就業支援機関や教育機

関、求職者に正確に伝わっていないことが、業界に対してネガティブなイメージを持

たれる一因になっている。雇用環境を充実させる取り組みと就業支援機関等へ正確に

伝える取り組みとを両輪とし、併せて気軽に職場見学･体験をしやすいようにするこ

とで、より効果的な人材確保につながると考えられる。 

（４） 「青少年の雇用の促進等に関する法律」が平成 27 年 10 月１日から施行され、新

卒就活生から要請があれば、募集･採用（離職率、平均勤続年数）等の情報を提供す

ることが義務付けられたところ。求職者が求める情報の開示･提供に積極的に取り組

んだ企業が、求職者から選択される仕組みにしていくことが必要である。 

（５） 開示・提供される情報は、業界で「定義付け」を行い、内容を統一する必要があ

る。また、開示・提供する情報の信頼性を確保するため、各企業は、その趣旨を十分

理解し、誠実に対応することが求められる。 

（６） 今後、優先する取り組みは、まず、①業界に対するネガティブなイメージを払拭

し、「働いてみたい」魅力ある業界にすることに注力し、併せて②安心して働ける雇

用維持の仕組み、限定正社員等柔軟な雇用について業界が主導し、③行政と連携して、

根気よくかつ真摯に取り組んでいくことである。 

（７） 取り組みの効果を図る指標（ＫＰＩ）として、「離職率」（1 年間）とすることが適

当である。計算期間の長短や計算時点によっては有期雇用者満了時期と重なり、高め

に出ることが考えられる。しかし、企業は「雇い続けたい」意向であるため、子育て、

介護等ライフスタイルに合わせた自由度の高い働き方や、正社員への登用、研修の充

実、繁閑期に対応するため同様の課題を有する業界内または他業種企業と連携する仕

組み等、採用後の短期離職防止に向け「雇用を維持する」ことが必要である。 
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３. 今後の取り組み事項 

沖縄におけるコールセンターは、国や自治体の通信インフラ整備、優遇税制等の支援策

の他、豊富な若年労働者や全国と比較した賃金相場、ＢＣＰ等から 10年程度で急伸し全国

有数の集積地となったが、社会経済の環境の変化に伴う新たな諸課題へ即効性のある対応

を実施する必要性が増してきている。コールセンター産業は今後とも成長し続けることが

予想されており、これまでの支援に加えてＢＣＰ対応等地の利、沖縄県が推進する通信イ

ンフラの拡充、本調査のアンケートやヒアリングで明らかとなった課題を踏まえた人材育

成や事業支援策を着実に展開すれば、今後とも新たな雇用を生み出す成長産業になること

は可能である。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沖縄地域で持続成長する好循環な枠組み構築に向けて 

取り組むべき６つの柱 

１．業界に対するイメージの一新 
  ○雇用条件等に関する情報の統一化 
  ○積極的な情報開示･提供 等 
 

３．働きやすい環境整備 
  ○ライフスタイルに合った就業形態の導入 
  ○働きやすさをサポートする環境の整備 等 

４．働きがいのある環境整備 
  ○職位別業務スキル修得研修制度の創設 
  ○人事マネジメント力の強化 等 

２．安心して働ける環境整備 
  ○柔軟な雇用の仕組みの導入 
  ○業界内・他産業と連携した雇用維持の仕組み 等 

５．新たな価値創造 
  ○多様な情報からの価値創造・提供 
  ○短期・労働集約型ニーズへの対応 

６．諸課題対応と行動の枠組み 
  ○業界、行政が連携できる枠組みの構築 
  ○現行の業界組織に捉われない新たな体制づくり 

積極的な情報開示･提供 

雇用維持の仕組み構築 

《優先して取り組むべき事項》 

業界・行政機関の一体的取り組み構築 
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雇用維持のための仕組み構 

 
［はじめに］ 

個々の企業の求人に関する情報の内容、正確性等は、結果として「業界」イメージに大

きく影響することがある。 

求職者が、求人情報の取捨選択をしやすいように、求人メディア戦略を求職者目線で積

極的に行うことで、結果として個社が選択される可能性を高め、かつ、人材に関するコス

トパフォーマンスが高くなる。 

 
１．提供する情報について 

（１） 求職者が要望する情報を正確かつ理解しやすいように内容の定義、表現方法を統

一して提供する。 

（２） 提供する情報は「項目」と「記載すべき内容と表現方法」（以下、統一情報）とす

る。また、統一情報以外にプラスαを設けるか否かは各社の判断である。 

注：統一情報は、事業者毎に異なることが当然であり、各社を均質化することが目的ではない。 

 
２．提供する情報内容（例示） 

（１）業務内容等（企業経営理念､ＣＳＲ活動等リクルート情報） 

（２）募集･採用（離職率、平均勤続年数） 

（３）雇用管理（勤務時間、平均残業時間、有給休暇取得率等） 

（４）職業能力（社内外研修制度内容） 

（５）業務内容と処遇（給与、手当、キャリアパス等） 

（６）企業・社員受賞歴等 

注)(2)～(4)は、青少年雇用促進法（平成 27年 10月 1日施行）に基づき、就活生から要請があ

れば、情報提供しなければならない情報 

［情報開示･提供の効果］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提供する情報の統一＋α 

の取り組み 

積極的な情報開示･提供 

ＨＰ、SNS 等メディア戦略 

教育機関、就職支援機関等への周知、合同説明会 

誰もが働きたい職場、採用コスト低減、雇用安定 

企業に対する関心度向上、職場見学、体験（インターン） 

積極的な情報開示･提供 
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［参考］求職者側･求人者側の雇用ミスマッチ（沖縄労働局の職業業務紹介から） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

本格的な少子化･高齢化社会への備えや対策は、企業・業界の努力では十分に対応できな

い可能性がある。 

事業環境の変化や企業の取り組みについて、迅速・適切に把握し、事業への影響度合い、

緊急性等を分析評価することで、事業への影響を最小化し、効果的な対策を講じることが

できる。このため、業界･行政が一定の方針の下に効果的な対策を一体的に取り組めるよう

にするため、情報や意見交換できる場をできるだけ早期に設け定期的に開催することが必

要である。 

  

［求職者側］ 
①マイナスイメージがある 
 ・メンタル的にきつい仕事 

（クレーム対応というイメージ、ストレ

スが多い職場、職場内の人間関係が悪い） 
 ・長く働くには厳しい仕事 
 ・新人のフォローや研修がない 
 ・仕事量が一定でない 
 ・収入不安定 
②賃金が低い 
③シフト勤務ができない 
④正社員求人が少ない 

［求人者側］ 
① 商品によっては、ある程度の専門知  

識が必要 
② 業務に応用の利く接客業務経験者を  

採用したい 
③ 人件費をできるだけ低く抑えたい 
④ シフト勤務可能な人材を採用したい 

業界・行政機関の一体的取り組み構築 
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［はじめに］ 

（１） コールセンター産業では労働力不足が続いており、特に業務受注型（アウトソー

サー）の業態においては、業務の繁忙・閑散により、人員の過不足から受注機会の逸

失、離職につながる要因ともなっているため、受注拡大、離職防止のための雇用維持

は喫緊の課題となっている。 

（２） 共同受注や雇用の維持は、個社､業界の努力では限界があり、業界や同様の課題を

持つ異業種と連携し、安定した雇用を維持する仕組みを検討する必要がある。 

  

［取り組みの方向］ 

（１） 複数の企業が連携して共同受注するためには、同程度の業務スキルが必要となる

ため、業務スキルを見える化する必要がある。その業務スキル修得のための研修を共

同して行うことによりコスト低減に資することができる。 

（２） 繁忙・閑散期の雇用維持について同様の課題を持つ同業者や異業種との連携によ

る対策の実現は、コールセンターを含むサービス業のウェイトが高い沖縄産業の労働

力シェアリング（雇用維持）として期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

［要検討事項］ 

① 労働者の理解及びモチベーションを高める工夫 

② 福利厚生、雇用契約、賃金負担等の調整 

③ 情報セキュリティ、管理・守秘等権利・義務等の技術面、ルールづくり 

  

《連携に向けて》 

［条件の一致］ 

①繁忙・閑散期が相互に補完し合える

業種 

②接客等コミュニケーションスキル

の活用ができる業態 

③雇用者の OJT として相互に有効で

ある業種 

④双方の賃金格差が少ない業種 

 

［想定される業種］ 

・ホテル業、ゴルフ場等 

他のサービス産業 

《受注・雇用の安定化に向けて》 

［企業間の連携］ 

①共同受注システムの構築 

②共同人材確保育成システム構築 

 ・求人情報の集約、受付 

・同システム運用現場における一定

期間研修（OJTによるコールセンタ

ースキルの獲得） 

［行政の協力］ 

 ①人材研修への支援 

 

コールセンター業界 

労働力

の補完

関係 

雇用維持の仕組み構築 
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４. 具体的な対応事項 

沖縄地域で持続成長する好循環な枠組みの構築に向けて、今後具体的に取り組むことが

必要な事項を次のように整理する。 

 

(１) 業界に対するイメージの一新（誇りが持てる働きたい仕事と広報） 

コールセンター産業は、企業努力により働きやすい環境や働き甲斐のある環境を整えて

きたが、求職者側にその情報が伝わっていないという大きな課題が浮き彫りになった。 

その情報格差解消に向けて、企業における取り組みの社会的認知を進めながら、業界全

体で事業の理解につながる情報、求人のための情報などを整備し、コスト面やメディア戦

略を検討し積極的に情報発信することが必要である。 

 

①ガイドライン策定：《業界》 

②沖縄県人材育成企業認証制度の積極的活用：《企業・行政》 

③ワークライフバランス企業認証制度、子育てサポート認証制度、ユースエール認定制

度等の活用：《企業・行政》 

④表彰・技能競技による組織や個人に対する第三者評価の活用（コンタクトセンター・

アワード、（公財）日本電信電話ユーザ協会・電話応対コンクール全国大会等）：《企業・

行政》 

⑤インターン・シップ（職場体験・見学）の強化：《業界》 

⑥専修学校や高等教育機関との連携（業務内容等の周知、専門コースの新設・拡充）：《業

界》 

⑦広報力強化（広報誌、HP、SNS）：《企業・業界》 

 
(２) 安心して働ける環境整備（労使双方にメリットがある柔軟な雇用の仕組み） 

企業においては安定した受注が必要であるが、安定受注と安定雇用の一致は業務の難易

度や業務量の違いから難しい。このため、双方で働き方を選択することができる柔軟な雇

用の仕組み（限定正社員等）を取り入れるとともに、繁忙・閑散のある業務受注を背景と

した業界内及び他産業との連携による雇用の確保のための仕組みづくりを行い、安心して

働ける環境整備が必要である。 

 

①終身雇用、働く場所や時間、業務範囲を限定した限定正社員及び一定条件を前提とし

た柔軟な雇用の仕組み：《企業》 

②業界内または他業種と連携した雇用維持の仕組み（繁閑期においても雇用を維持す

る）：《業界・他業種》 

③ライフステージ毎に対応した雇用、福利厚生（出産・育休、復職など）：《企業》 

④メンター制度（社内または、第三者）：《企業・業界》 
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(３) 働き易い環境整備（多様な人材の活用） 

労働力人口が減少するなかで、シニア層や子育て中の方など、今後労働力として期待で

きる多様な人材にも注目していく必要がある。多様な人材に合った働き方、働く環境の整

備は、企業ばかりでなく行政等との連携のもと取り組んでいくことが必要である。 

 

①シニア層の活用：《企業》 

②快適なオフィス環境整備（癒しや労働意欲を高める(人間工学的な観点）)：《企業・

学識》 

③個人（老若男女）のライフスタイルに合った就業形態の導入：《企業・行政》 

○SOHO、テレワーキング 

○サテライトオフィス 

④働き易さをサポートする環境の整備：《企業・業界・行政》 

○託児所、保育所、学童の整備（子育て世代対応）、駐車場 

 
(４) 働きがいのある環境整備（コールセンター勤務経験が再就職時、評価される） 

労働力の確保と同時に、労働者の定着化は大きな課題である。キャリア制度は多くの企

業が実施しているが、さらに進んだ人事マネジメントやキャリアアッププログラムの導入

など、より働き甲斐を感じられる環境形成を行うことも重要である。また、業界として共

通化できる業務スキルを明確化し､資格制度や取得のための研修を構築することは、単に１

企業のみならず業界に対する評価、理解向上等に寄与するものと考えられる。 

 

①職位別業務スキル修得研修制度（義務型と希望型）、資格や修了認証制度（業務スキ

ルの見える化）の創設：《業界》 

②キャリアアッププログラム（リーダー等職位別公募等発意掲揚）と賃金体系の見える

化：《企業》 

③人事マネジメント（コミュニケーション、業務と評価）力の強化：《企業》 

 
(５) 新たな価値創造 

コールセンターには顧客対応の労働集約型ニーズと、顧客接点・顧客情報を活用した新

たな価値創出というニーズがあり、特に顧客価値創出についてその重要性が増してきてい

る。企業はこのことを踏まえた対応を求められるが、その一方で、労働集約型ニーズも無

くなることはなく、この部分に対する効率的な受注・業務処理の仕組みも必要となってく

る。 

 

 

 

 

①コールセンターに集まる多種多様な情報から有用な情報を抽出・整理・分析して、価値

を創造・提供する。（マーケット・リスク分析等を行うキュレーター人材）：《企業》 

②短期・労働集約型ニーズへの対応（業務量、難易度に応じた地域コンソーシアム）：《業

界》 
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(６) 諸課題対応と行動の枠組み 

将来のコールセンター産業の発展に向けて、今後具体的に取り組むべき事項を示したが、

具体的に何を優先し、どのような体制で取り組むことが必要なのかを検討し、まず、行動

する必要がある。そのためには、現行の枠組みを超えて議論する体制が必要であり、その

方針に沿って、課題解決に向けた業界、行政や学識者が連携・協働する仕組みの構築が必

要である。 

 

①業界、行政、学識で当面及び中長期的な諸課題を検討して決定する枠組みを構築する。

（KPIの設定と PDCA）：《業界・行政・学識》 

②現行業界組織の枠組みに捉われない新たな体制の創設：《業界》 
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５. 諸課題対応と行動の枠組みを実現する手順 

コールセンター産業の課題等に効果的に対応していくためには、企業の努力に加えて、

業界全体の共通課題として取り組んでいくことが求められる。さらには、行政へ理解を求

めるとともに、必要に応じて第三者的立場からの助言を仰ぎながら関係機関と連携・協働

していくことが必要である。 

 

 

  

○本調査報告書における指摘事項 

・コールセンター産業の発展に向けて検討すべき事項 
・優先すべき事項 

○現行組織内での検討 

・ＣＣ、ＢＰＯ両協議会各理事会にて協議 
・業界として取り組むべき事項の確認・決定 
 

○行政への要望・協議 

・業界としての姿勢、取り組むべき事項の共有化 
・行政を含む新たな仕組みの設置への協力要請 
 

○他関連組織等との調整 

・沖縄県事務職育成連携協会等 
○教育機関等への要望・協議 

・学識者等の協力 

○中長期的な諸課題の検討と決定の枠組みの立ち上げ 

・業界、行政、学識による枠組み 
・KPI の設定と PDCA による実効性のある取り組み 

【手順１】 

【手順２】 

【手順３】 

【手順４】 
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６. 今後の取り組みの方向性 

総論で示した優先する取り組みとともに、今後、中長期的に以下のことに取り組んでい

く必要がある。 

 

（１） 2025年頃から沖縄の総人口は減少に転じると推計されている。コールセンターは、

１事業所で数十人から数百人を雇用できることが特徴である。人的サービス業、雇用

規模の大きさ故に労働力の確保は必須であり、経済情勢の変化による不可抗力的な雇

用調整は地域社会に大きな影響を及ぼすことを認識すること、及び本格的な少子化･

高齢化社会への備えや対策は、企業・業界の努力では十分に対応できない可能性があ

る。 

（２） 事業所の多くは那覇市やその近郊に集中（事業所数で全体の約７割）しているが、

人口増加対策に取り組む中北部等の地域に展開（新規、移転再配置）することができ

れば、人口集中による交通渋滞等の社会的課題解決に貢献できるとともに、新規雇用

創出、職住近接による子育て環境改善、廃校舎施設の有効活用等地域の活性化につな

がることが大いに期待できる。 

（３） 子育て中の女性の再就職、シニアの活用、テレワーキング（在宅勤務）､外国人労

働者雇用は、多くの企業が既に対応しているか、または、今後対応することが必要と

しており、セキュリティ技術や取り組みへの財政的支援が必要と思われる。 

（４） 北海道、宮城県等他多くの地域においてコールセンターの積極的な支援策を講じ

ているが、労働力確保は全国共通する課題である。豊富な若い人材やＢＣＰ対応は沖

縄固有の強みであり、他地域との競争力の源泉である。特に人材確保をはじめ事業環

境変化に関する分析・評価、課題についてはアンテナ感度を高くし、初期段階で効果

的対策を講じる等、業界と地元行政機関が一体となって取り組めるようにすることが

必要である。 

（５） こうした取り組みや成果が、沖縄の強みとなり、さらに新たなコールセンター進

出を促すことにつながり、沖縄地域で持続成長するコールセンター産業発展の好循環

な枠組みが、実現できるものと考える。 
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第３章 コールセンター産業の実態と将来像 

 
１. 我が国のコールセンターの概況 

(１) コールセンターの変遷 

現在のコールセンターという形で窓口を集約して構築・運営するようになった事例とし

ては、1970 年代後半の米国における GE（ゼネラル・エレクトリック社）がある。それま

で、消費者からの苦情要望等は、販売代理店や営業担当者が個別に取り扱うケースが多か

った。しかし、苦情の適切な対応は、顧客の再購入割合を顕著に向上させることが分かり、

売上向上のために消費者窓口を集約した。 

我が国では、1980 年代に新しい業務形態としてのコールセンターの開始を見ることがで

きる。当初、電話受付窓口としてスタートしたコールセンターは、やがてお客様からの相

談に対応する相談窓口や、業務の効率化をサポートする業務支援へと高度化し、さらにそ

の一部は VOC（顧客の声）を積極的にマーケティングに活かすコンサルティングやアナリシ

スへと形を変えている。 

 
■コールセンターのトレンド（オペレーションからナレッジへ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

近年はさらに進化し、例えばみずほ銀行や三井住友銀行は IBM の人工知能「ワトソン」

をコールセンターに導入することで、問い合わせを効率的に課題解決に導き、対応時間の

短縮に向けた取り組みを進めている。この延長線上には、コールセンター業務の一定割合

がコンピューターに取って代わられるという説もある。 

また、コールセンターで使用するツールも時代とともに進化している。電話から WEB（E

メール、ソーシャルメディア）、スマホなど、多様なチャネルに対応が求められるようにな

ってきており、コール（電話）センターにとどまらず、幅広いコンタクトセンター（顧客

接点）化も進展してきている。 

  

出典：平成 24年度我が国情報経済社会における基盤整備（経済産業省） 
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その一方で、例えば、増加する高齢者への対応については、電話による応答が中期的に

続くと考えられる。そこでは、より親身な対応といったホスピタリティに重きを置くこと

が求められ、効率性重視からの転換が必要となる。 

大きな流れとしてみれば、受注業務や苦情受付等、企業経営における単純業務の担い手

としての役割（コストセンター）が、顧客維持や顧客獲得等の企業経営上の重要な機能が

認知され、さらには、顧客価値創造が可能な部門としてその存在感が増してきていると言

える。 

 
(２) 予想される将来像 

１) さらに高まる顧客価値創造への方向性 

ソーシャルメディア（Facebook、Twitter等）の発展により、顧客接点で収集される顧客

の活動履歴などのデータ（プラットフォームに対する書き込み＝ソーシャルデータ）は膨

大なものとなる。これに加えて、従来のコールセンターが対応してきた顧客の履歴情報を

含むビッグデータ等を統合的に分析することで得られる顧客理解は、企業の最も重要な活

動になっていくと考えられる。 

そのような、ソーシャルメディアやビッグデータの活用（ネット上の書き込み等を統合

化した分析）が進むと、顧客データの分析による商品開発等への応用という側面に加えて、

ソーシャルメディアを経由することで、顧客に対して直接アプローチするという役割も可

能となっている。その結果、これまで以上に顧客価値創造が可能となり、その重要性は高

まっている。 

 
２) 生産性の向上と企業価値向上への貢献 

顧客の声を集約し、ビッグデータとともに分析し、新たな顧客戦略に基づいて、実際の

顧客アプローチを実行することができる部門はコールセンターが担っている。その一端と

して、ソーシャルメディア対応で得られた情報を、WEB 上の FAQ※4 の改善に活かすことで、

コントタクトセンターへの電話やメールの着信を減らし、生産性の向上とコストの削減に

貢献することができる。 

さらに、顧客維持（CRM）※5から、顧客のエンゲージメント(CEM）※6（企業と顧客間の繋

がり：自社商品のリピート購買、ブランドの他者への紹介（口コミ）、新商品開発への貢献

など）を高める方向で企業戦略は進んでおり、これを実現するためには、人、技術、プロ

セスのバランスというサービスマネジメントの観点で、組織のパフォーマンスを向上させ

る必要がある。この中心となるのがコールセンターである。 

 

※4：FAQ（Frequently Asked Question ） 

※5：CRM（Customer Relationship Management ） 

※6：CEM（Customer Engagement Management ）  
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(３) 世界のコールセンター状況 

世界のコールセンター市場において、大きなシェアを獲得している地域は北米や西欧で

あるが、近年、アジア太平洋地域、中近東および南米において、北米、西欧地域からのオ

フショア BPO の受託件数の増加に伴い、シェアが急速に拡大している。新興国地域が近年

そのシェアを伸ばすことに成功した要因は、コストメリットを中心とする訴求力の他に英

語によるオペレーションの質の高さが挙げられる。コールセンタービジネスにおいては、

言語は非常に重要な要素となっている。 

世界的に見た場合の我が国の状況は、帳票類の入力業務（BPO)の分野では中国等へのオ

フショアが進んでいる一方で、コールセンターは、大連、上海等に日本語によるヘルプデ

スク業務を行うケースもあるが、日本人スタッフように一定のサービス品質が担保できな

い可能性もあり、コストカットの一方で、ブランド力低下というリスクもあり、現状では

限定なケースとなっている。 

米国は、世界のコールセンター業態/業界をリードする国である。ソーシャルメディア対

応を含めた新しいコールセンターの在り方についても世界をリードしている他、大規模な

企業で活用される電話交換機等のシェアの大部分を占めている。米国の就労者数は総労働

人口の３％を占めるとする説もあり、300 万人ほどになる。市場規模としては３兆円を超

えると言われている。 

世界の先進地である米国では、マネジメントおよび品質管理についても世界的な標準と

なる規格が存在する。その代表が、COPC 規格である。COPC 規格は、米国 COPC 社（Customer 

Operations Performance Center, Inc. 本社：フロリダ州）が監査・運営する民間の規格

であるが、規格委員会には、当初よりマイクロソフト社、アップル社、LL ビーン社、アメ

リカン・エキスプレス等のコールセンターの発注側企業を中心に構成され、パフォーマン

スを向上させる実務的かつ実証的なマネジメント規格となっている。世界 50カ国以上で活

用され、日本にも 1998 年に進出しており、これまでに 20 社以上が組織認証を受けている。 
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(４) コールセンターのビジネスの構造 

１) インハウスとアウトソース 

コールセンターの基本形態としては、インハウス型とアウトソース型があり、それぞれ

のビジネスモデルは異なり、受託業務内容、期間、運営コスト等から雇用形態も異なる場

合がある。 

【インハウス】 

インハウスとは、企業が自らの設備や人員を配置して運営するもので、秘密保持の徹底

やルールの変更が容易であるなどの運営メリットや、ノウハウの蓄積がしやすく、トラブ

ル時に迅速な対応ができることもメリットである。 

一方で、設備や人事上の管理コストがかかってしまうというデメリットもある。企業が

コールセンター運営用の子会社を設立し、その子会社に運営を委託している場合も、事実

上のインハウスと言うこともできる。 

【アウトソース】 

企業が外部のコールセンター運営会社にその業務を委託して運営するコールセンターで

ある。アウトソースには、設備や人事上の管理を運営会社が行うことにより、それらに関

するコストを最小化できるというメリットがある。一般的には、委託契約の中にそれらの

事項も含め、総体としての運営を委託し、委託経費を支払う。このため、インハウスと異

なり、管理コストは大幅に軽減される。デメリットは、秘密保持徹底や運営方法変更の難

しさがあるが、前者については、委託契約に守秘義務に関する事項を盛り込むことによっ

て解決している。 

２) B to B 業務と B to C 業務 

基本的にコールセンターの業態のイメージは、対一般消費者向けの顧客接点（B to C）

ではあるが、ほとんどの業務内容には対事業者向け（B to B）も存在する。基本的には、

特別に対消費者向けの窓口と分類しない限り、両方のタイプがあると考えることができる。 

３) インバウンドサービス 

顧客等からの問い合わせや注文受付など、外部からの着信に対応する業態。 

○製品やサービスの問い合わせ窓口/消費者相談窓口 

B to Cビジネスを展開する企業が、消費者相談窓口を何らかの形で設けている。 
○製品/サービス注文窓口 

通信販売事業者を草分けとして、大規模な注文窓口のコールセンターが構築されるよ

うになった。 
○ヘルプデスク/サービスデスク 

1995 年のウィンドウズ 95 の発売以降、パソコンのヘルプデスクを中心とするサービ

スデスク/ヘルプデスクのニーズが爆発的に高まり、多くのサービスエージェンシーが

世界的に誕生し、コンタクトセンター業界が一躍大規模な産業となった。 
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○通信系/衛星放送系サービス 

システムや携帯電話の設定が必要であること、料金体系が複雑化したこと、キャンペ

ーン等での変更が多いこと、番組契約やオプションの変更、引っ越し等の繁忙期の対

応が必要であること等からコールセンターの役割は大きい。 
○金融系サービス 

営業担当者が対面で実施していた様々な金融サービスをコールセンターにおいて非対

面で実施するようになっている。これらの状況は、保険・証券・銀行・消費者金融等

の金融系サービス全般に共通している。 
 

４) アウトバウンドサービス 

インバウンドに対し、商品案内等外部に発信する業務形態。 

コールセンターが具体的に売上貢献をする形態である。 従来のような無作為に架電業務

を行うようなテレセールス/テレフォンアポイントメント業務ではなく、既存顧客に対する

アプローチを行うタイプが増加している。米国では、無作為なテレセールスが実質的に禁

止されている。（消費者は、架電拒否データベースへの登録が容易にでき、事業者は最新の

架電拒否リストを元に架電しなければ、事業者に罰金が科せられる。）他の国でも無作為な

架電業務を禁止する地域は多い。 

○通信販売  

健康食品の通販等、消費者が継続して利用することが期待される商品については、消

費サイクルに応じた時期に架電し、継続利用、リピートオーダーを薦める。 
○金融系サービス 

金融業法に基づく、契約内容の確認の電話、新たな金融商品のお薦め、営業担当者に

よるセミナーのご案内等、従来型の営業と組み合わせた形でのコールトセンターによ

る架電業務が進んでいる。 
○ISP/衛星放送等 

商品やサービスの追加購入、ISP 等の付帯サービスのお薦めなどが代表事例である。 
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２. 我が国のコールセンター市場の状況 

(１) コールセンター市場規模 

前述のとおり、クラウド型の導入しやすいサービスが現れている一方で、オペレーショ

ン主体であった時代から顧客接点重視・顧客価値の創造に対する企業認識が高まり、コー

ルセンターはその社会的役割を変えてきている中で、現在のコールセンター市場（コンタ

クトセンター・ＢＰＯ含む）は堅実に伸びていると言える。 

コールセンター市場としての全体については、インハウス、アウトソーサーを総括した

統計情報や調査が見受けられず、一部の企業情報から全体を類推する必要があるが、経年

的な調査として実施されている、日本流通産業新聞の「第 22回コールセンター売上高調査

（2014 年度）」（電話応対業務を受託するコールセンター企業上位 30社の合計売上高：平成

14年４月～平成 15年３月）によれば、アウトソーサーに限定されるが、合計売上高は１年

前の前回調査と比べて 6.1％増え、8,628億万円となっている。また、30社の増減率を見る

と、ランキング 10 位以内の企業のうち５社が２桁の増収で、全体の売り上げ規模を押し上

げている。全体の売上高の増加傾向は今後も続くものとみられている。 

上位では、コンタクトセンター、デジタルマーケティングといった事業で受注が好調に

推移したケースや、ＢＰＯ事業領域の拡大などにより、売り上げを伸ばしたケースがみら

れる。 

 
■コールセンター上位 30 社の売上高推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：日本流通産業新聞、通販新聞 
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(２) コールセンターの全国立地状況 

コールセンター白書 2015によれば、全国のコールセンター拠点数（＝事業所数）は、2014

年の 438拠点から 2015年の 467拠点に増えている。 

2015 年７月時点で最も拠点数が多いのは沖縄県で、北海道が第２位となっており、２大

集積地の状況は変わっていない。しかし、2014 年～2015 年の拠点数の増減を見てみると、

沖縄県、宮城県が減少しており、北海道も微増である。その一方で、拠点数が特に増加し

ているのは、九州エリアで、宮崎が９拠点増、長崎が８拠点増、福岡は７拠点増、鹿児島

が３拠点増、佐賀が２拠点増と九州全体で 29拠点増加している。 

 
■都道府県コールセンター集積地の拠点数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：コールセンター白書 2015(株式会社リックテレコム社による自治体へのアンケート調査結果。) 

注：アンケート調査結果からの集計のため、p24に示す沖縄県が公表した事業所数（98）と相違する。 

 
■都道府県コールセンター拠点の増減数 

 
  

2015年順位 都道府県

1 沖縄県 92 （うち那覇市55） 88 （うち那覇市51）

2 北海道 77 （うち札幌市63） 78 （うち札幌市64）

3 福岡県 39 （うち福岡市29、北九州市10） 46 （うち福岡市28、北九州市16）

4 宮城県 42 （うち仙台市37） 40 （うち仙台市36）

5 青森県 31 （うち青森市6） 31 （うち青森市8）

5 宮崎県 22 （うち宮崎市17） 31 （うち宮崎市21）

7 長崎県 20 （うち長崎市9） 28 （うち長崎市17）

8 新潟県 13 （うち新潟市11） 15 （うち新潟市12）

9 愛媛県 14 （うち松山市8） 14 （うち松山市8）

10 佐賀県 11 （うち佐賀市7） 13 （うち佐賀市11）

10 鹿児島県 10 （鹿児島市9） 13 （鹿児島市9）

2014年 2015年

都道府県 2014年 2015年 増減数

沖縄県 92 88 -4

宮城県 42 40 -2

青森県 31 31 0

愛媛県 14 14 0

北海道 77 78 1

新潟県 13 15 2

佐賀県 11 13 2

鹿児島県 10 13 3

福岡県 39 46 7

長崎県 20 28 8

宮崎県 22 31 9
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第４章 沖縄におけるコールセンター産業の特徴と将来展望 

 

１. 沖縄のコールセンター産業の概況 

(１) コールセンターの集積状況 

沖縄県では全国に先駆けて、平成 10年(1998年)に「沖縄県マルチメディアアイランド構

想」をまとめ、構想の中で示されている「情報サービス産業の集積を第一ステップ」とし

てコールセンター誘致に取り組んできた。 

その後、若年者雇用助成、通信コスト補助、人材育成などの支援を行った結果、平成 17

年に 103 社（雇用者数 9,926 人）であった情報通信関連企業は、平成 27 年 1 月には、346

社（雇用者数 25,912 人）と大きく伸びてきた。その中でコールセンターは、平成 25 年に

は、立地企業数 80 社、雇用者数 17,404 人までに拡大しており、沖縄経済を支える重要な

柱の一つとなっている。 

平成 26年には僅かながら減少し、企業数 76社（全情報通信関連企業数に対して約２割）、

雇用者数では 17,049人（全情報通信関連企業雇用者数に対して約７割）となっている。 

コールセンター立地が進む中で、沖縄に立地するコールセンター産業の継続的な振興発

展に貢献することを目的に平成 12 年に沖縄県コールセンター産業協議会が、平成 26 年に

は、沖縄県ＢＰＯ産業協議会がそれぞれ設立され、ともに業界の発展を支えている。 

市町村別事業所立地状況をみると、那覇市 54事業所（55.1％）、次いで沖縄市 11事業所、

（11.2％）と、那覇市やその近郊に多くが立地している。 

 
 

■情報通信関連企業数・コールセンター企業数の推移 

 
 
 

 

■情報通信関連企業雇用者数・コールセンター企業雇用者数の推移 

 
 

 

出典：沖縄県商工労働部情報産業振興課調べ（年次集計）    

注：上記集計値（企業数）の対象は県外からの立地企業のみ  

～14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 平成26年

コールセンター企業 21 27 29 33 40 49 56 57 65 69 79 80 76

情報通信関連企業 52 67 84 103 126 160 194 202 216 237 263 301 346

構成比 40.4% 40.3% 34.5% 32.0% 31.7% 30.6% 28.9% 28.2% 30.1% 29.1% 30.0% 26.6% 22.0%

～14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 平成26年

コールセンター企業 4,216 6,182 7,147 7,911 9,195 11,456 12,058 13,536 15,056 15,782 17,140 17,404 17,049

情報通信関連企業 4,899 6,973 8,596 9,926 11,397 14,786 16,317 18,075 20,212 21,758 23,741 24,869 25,912

構成比 86.1% 88.7% 83.1% 79.7% 80.7% 77.5% 73.9% 74.9% 74.5% 72.5% 72.2% 70.0% 65.8%
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■沖縄県内のコールセンター事業所立地、雇用の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：沖縄県商工労働部情報産業振興課調べ（年次集計） 

 
■県内市町村別事業所立地数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2015-2016 情報通信産業立地ガイド（沖縄県） 
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那覇市 54 55.1%

沖縄市 11 11.2%

浦添市 8 8.2%

名護市 7 7.1%

宜野座村 4 4.1%

うるま市 4 4.1%

豊見城市 3 3.1%

宮古島市 2 2.0%

宜野湾市 2 2.0%

嘉手納町 2 2.0%

北谷町 1 1.0%

合計 98 100.0%
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(２) コールセンターの雇用概況 

沖縄県の平成 27 年８月時点の完全失業率は 5.0％（前年同月比 1.6 ポイント低下）、就

業率は 56.2％（前年同月比 2.0 ポイント上昇）となっている。有効求人倍率では 0.85 倍

と復帰後最高を更新するなど、県内の雇用情勢は改善の傾向がみられる。 

しかし、依然として若年者の完全失業率や離職率が高いことや、長時間労働・低賃金等

の課題もあり、近年、企業の労働力不足感が増していることから、いわゆる構造的失業（雇

用ミスマッチ）も指摘されている。 

コールセンターの有効求人倍率（平成 26 年度）は 2.01 倍で、全産業平均の３倍と高く

なっている。産業別にみてもコールセンターの求人倍率は高い水準である。（参考：平成 26

年度値：看護 1.7 倍、保育 1.5倍、介護 1.22 倍、建設 0.83倍） 

雇用形態（平成 25 年沖縄県商工労働部調査）を見ると、正社員は 13％で、契約社員が

46％、有期社員が 41％である。 

 
■コールセンターの求人・求職状況（平成 26年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄労働局「職業安定業務統計資料」 

 

■人手不足分野における有効求人倍率の状況（平成 26 年度平均） 

 

 

 

出典：沖縄労働局「職業安定業務統計資料」 

■コールセンターにおける雇用形態 

 

 

 

 

 

 

出典：コールセンターの課題改善アンケート 調査（平成 25年沖縄県商工労働部雇用政策課） 
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(３) 沖縄県の労働力人口推計 

  今後、県内の労働力人口は、2015～2016年がピーク（697,000人）で、その後、減少に転

じ、2025年には 677,000人、2035年には 646,000人となると推計されており、労働力人口

（労働力率）の低下により、沖縄経済の潜在成長力が低下するとされている。労働力の確

保はコールセンター産業を含め、今後、ますます厳しくなることが予想される。 

 

■沖縄県の労働力人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般財団法人南西地域産業活性化センター「沖縄県の就業構造の変化と今後の見通し」（平成 27年 9月） 

労働力人口 A:現状維持による推計  労働力人口 B:労働力率が全国並み水準とした場合の推計 

 

労働力率とは、15歳以上人口に占める労働力人口の比率。労働力人口とは15歳以上人口から非労働力人口（通学

者、家事、その他で、その他は現役世代も含むが多くは高齢者である）を除いたもので就業者と完全失業者の合

計である。 

労働力人口Aは、労働力調査の15年1～6月平均の年齢階級別の労働力率が今後も横ばいで続く「現状維持ケース」 

労働力人口Bは、2020年までに、年齢階級別労働力率が全国並みの水準まで高まった「労働力率上昇ケース」 
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(４) 沖縄における支援施策の概要 

沖縄県では、沖縄県マルチメディアアイランド構想を実現するため、多くの支援施策が

実施されている。 

通信コストを低減化する「新情報通信費低減化支援事業」や高品質の国際回線接続サー

ビスなどの通信インフラ施策にはじまり、立地を促進する国、県、市町村による税制の優

遇措置、人材確保・育成施策などが講じられている。また、雇用ミスマッチの解消や就業

促進に向けた取り組み「みんなでグッジョブ運動」も併せて推進され、雇用環境の改善に

一定の成果を挙げている。 

他地域との比較では、沖縄は若年労働者が確保しやすいという特性を背景としながら、

いち早くコールセンターに的を絞った誘致戦略を進め、早い段階から業界の組織化、若年

者雇用促進、通信コスト低減化、人材育成を兼ねた雇用促進事業（はたらコール）、独自の

資格制度の創設（現在は別機関に移管）など、人材育成にも力を入れてきたという特徴が

ある。 

最近では、九州エリアでコールセンターの立地が進んできているが、例えば、北九州市

では、官民連携による「北九州コンタクトセンター協議会」（平成 26 年）を設立し、業界

の PRや人材育成、雇用と求人のマッチングに対して一丸となった取り組みを進めている例

もある。今後、地域間でコールセンターの誘致が活発になっていくことも想定されるが、

足下でコールセンター業界が恒常的に労働力不足になっていることから、業界が主導して

事業や雇用に関する理解促進を図りながら、人材育成等については行政や教育機関と連携

して早期に取り組んでいくことが必要と思われる。 

 
■沖縄県におけるコールセンター関係の主な取り組みの経緯 

 

●平成 10年 ■沖縄県マルチメディアアイランド構想策定 

 ・重点分野：情報サービス（コールセンター等） 

 コンテンツ制作、ソフト開発 

●平成 12年 ■沖縄県コールセンター産業協議会設立 

●平成 11～現在 ■通信コスト低減化支援事業 

●平成 13～18年 ■「はたらコール」の実施 

●平成 19～23年 ■コールセンターエントリー人材育成事業 

●平成 21～22年 ■コールセンター資格制度運営費 

 ※日本コンタクトセンター教育検定協会に移管 

●平成 24～25年 ■コールセンター人材育成マッチング事業 

●平成 26年 ■沖縄県 BPO産業協議会設立 

出典：沖縄県商工労働部資料 

 
  



 

28 

 

■沖縄県に立地する IT企業のメリット 

 
１．豊富な労働力 

・全国有数な人口増、多い年少人口 

２．手厚い行政支援 

・情報通信産業振興（沖縄 IT 津梁パークをフラグシップとした施策） 

・継続的なインフラ整備、各種人材育成、研修支援、施設支援等 

３．特区制度 

  ・情報通信産業振興地域制度、情報通信産業特別地区制度、経済金融活性化特別地区制度 

４．リスク分散化 

  ・大都市圏からの距離（同時被災リスクの減少） 

５．県民のホスピタリティ 

出典：沖縄県商工労働部資料 

 
現在実施されている事業で、把握された主要な施策を以下に整理する。 

【主な支援施策】 

情報通信関連 

 

①新情報通信費低減化支援事業 

・通信事業者が提供する IP-VPNサービス、広域イーサネット網サービスを利用 

・補助率は 1/2（先島地区は 2/3～9/10） 

・1 企業あたり最大 1Gbps 程度まで利用可 

②情報通信産業振興地域による税の優遇措置 

・対象地域内（那覇市、うるま市、宜野湾市をはじめとする複数の市町村）で 1000 万

円を超える情報通信業務用設備を新・増設した青色申告法人が対象 

・国税 ( 法人税 )：投資税額控除制度 

・地方税：不均一課税及び地方交付税による税収補填措置 

③経済金融活性化特別地区振興税制 

・名護市を対象に、法人課税の実効税率の引き下げ 

・金融関連産業以外に、情報通信関連産業、観光関連産業、農業・水産養殖業、製造業

も対象 

④沖縄 IT津梁パーク 

・沖縄県における情報通信産業振興の推進、我が国における情報通信産業活性化と国際

競争力向上への寄与、沖縄県における雇用創出先導が理念 

・国内外の情報通信関連産業の一大拠点を目指すプロジェクト 
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雇用・人材育成関連 

 

《県関連》 

①ITアドバンスド・プロフェッショナル事業（iTAP） 

・沖縄県の IT人材育成強化事業により、沖縄県情報産業協会 iTAP 事務局が実施運営 

・プロジェクトマネジメントスキルを有する中核人材や、新たなビジネスの開拓、創出、

拡大を担う人材を育成 

②みんなでグッジョブ運動（沖縄県産業・雇用拡大県民運動） 

・平成 19年からスタートした沖縄県の雇用情勢を全国並みに改善するための事業 

・企業、学校、地域、家庭、行政等が連携して取り組む県民運動。 

・ミスマッチ対策の推進、産学官等が連携した人材育成の推進、若年者の就業意識を高

めるためのキャリア教育の充実や就職活動支援等幅広い活動を展開 

③沖縄県正規雇用化企業応援事業 

・非正規従業員の正社員転換を図る県内企業がスキルの獲得や資格取得等を目的とした

県内外の研修に対する助成（宿泊費、交通費等） 

④ＵＩターン技術者確保支援事業 

・ＵＩターン技術者の採用活動を支援 

・総合情報マッチングサイトからの情報提供、就職イベントの開催等 

⑤沖縄県人材育成企業認証制度 

 ・人材育成に優れた企業を県が認証することにより、企業に積極的な人材育成の取組み

を促し、「雇用の質の向上」を図ることを目的とする全国初の制度（平成 25年創設） 

 

《沖縄労働局関連》 

①沖縄若年者雇用促進奨励金 

・沖縄県内に居住する若年求職者（35 歳未満）を３名以上雇用し、設備・整備に要する

費用が 300万円以上の事業主が対象 

・最長２年間助成、支給限度額：120万円/年・人 

②キャリアアップ助成金 

・非正規労働者を正規雇用等に転換することへの助成 

・有期契約労働者等を勤務地限定正社員、職務限定正社員または短時間正社員に転換ま

たは直接雇用した場合に助成 

・有期雇用労働者等に対する職業訓練への助成 等 
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【参考：全国のコールセンター関連支援制度】 

 
コールセンターに関連する全国の自治体による支援事業の種類について、大きくは「経

済支援」と「人材育成支援」からなり、経済支援は「補助金・助成金等」「税の免除・優遇

等」の２タイプ、人材育成支援は「研修支援」「求人支援」の２タイプにそれぞれ分類（計

４タイプ）することができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜人材育成支援＞ 

支援タイプ 支援内容 実施自治体名 

研修支援 

コールセンター業務に必要な基礎的なセミナーの実施 高知県、宮崎県 等 

スーパーバイザー・スキルアップ研修 札幌市、鹿児島市 等 

コンタクトセンター就業体験セミナー（新卒者、転職者、主婦、

Ｕ・Ｉターン希望者等の求職者を対象としたセミナーの実施） 
青森県、宮城県 等 

民間企業等に委託し、テレマーケティング関連業務で必要とされ

る知識とスキルをＯＦＦ－ＪＴ及びＯＪＴを通じて習得させる

ための研修を実施 
八戸市 

みやぎコールセンター協議会と連携し、普及啓発・人材育成事業

を実施 
宮城県 

オーダーメイド型訓練（専修学校等教育訓練施設に委託し、多様

なニーズに対応した訓練を実施） 
新潟県、旭川市 

誘致企業即戦力人材育成（訓練についての要望を県が受ける→専

門学校等の民間教育訓練機関に委託→ハローワークが求職者を

募り教育訓練機関で職業訓練を実施→企業とマッチング） 
福岡県 

求人支援 
人材確保支援（コールセンターＰＲ事業、合同企業説明会等） 札幌市 

求人広告支援（既立地企業の事業拡大の際、新聞紙上への求人広

告の支援） 
青森県 

 
 

  

経済支援 補助金・助成金等 

税の免除・優遇等 

人材育成支援 研修支援 

求人支援 

コールセンター関連の支援事業の分類 
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＜経済支援＞ 

支援タイプ 支援内容 実施自治体名 

補助金・ 

助成金等 

投資額（固定資産額等）の一部（長期借入金の借入利率、固定資

産税相当額、減価償却資産取得額等）を助成 
北海道、秋田県 等 

工業団地取得に要した額の一部を助成 秋田市、鹿角市 等 

環境保全施設（公園、緑地、排水路等）、福利厚生施設（体育施

設、託児施設、送迎バス等）、防災保安施設（消防施設、街路灯

等）の設置費用の一部を助成 
三沢市、和歌山市 

再生可能エネルギー施設等の整備費用の一部を助成 鹿角市 

緑化面積㎡×単価（もしくは当該事業費の一部）を助成 長野市、奄美市 

建物・設備機器等の賃貸料の一部を助成 青森県、山形県 等 

入居時の改修費の一部を助成 高知県、旭川市 等 

雇用増（新規常用雇用者等）１人あたりに対する助成 北海道、山形県 等 

市内転入（転属）従業員１人あたりに対する助成 静岡市、和歌山市 等 

障がい者雇用１人あたりに対する助成 札幌市、日南市 等 

非正規から正規雇用への転換者１人あたりに対する助成 秋田市、新潟市 等 

研修期間の賃金の一部を助成 能代市、岡山市 

研修費（受講料、会場使用料、講師謝礼、機器使用料、ＯＪＴに

係る経費、交通費、教材費等）の助成 
青森県、奈良県 等 

求人広告経費、人材紹介経費の一部を助成 奈良県、香川県 等 

日本政策金融公庫による低利融資 奈良県 

市内の進出検討地を視察する場合、旅費の一部を補助 佐渡市 

新規立地企業の経営者及び被雇用者の航空運賃（東京～南紀白

浜）の一部助成 
和歌山県 

住居賃借料の一部を助成 島根県、壱岐市 

通信回線使用料の一部を助成 青森県、山形県 等 

除雪機購入経費、除雪経費の一部を助成 横手市、鹿角市 

社用車リース料の一部を助成 壱岐市 

企業内託児所運営費の一部を助成 鹿児島市 

税の免除・ 

優遇等 

固定資産税・都市計画税の課税免除 旭川市、釧路市 等 

新規立地促進税制を実質無税 宮城県 

事業用設備等の特別償却または税額控除 宮城県 

被災雇用者の給与等に係る法人税等の特別控除 宮城県 

開発研究用資産の特例 宮城県 

地方税の課税免除（事業税、不動産取得税、固定資産税） 宮城県 

不動産取得税の課税免除（一部減免） 奈良県、兵庫県 

法人事業税の一部軽減 兵庫県 

出典：コールセンター白書 2015 
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【参考：北九州市の事例】 

 
■官民連携による北九州コンタクトセンター協議会の設立 

 
雇用確保、人材育成、地域活性化の取り組みを進めるために、北九州市に拠点を置

く 10 社が参画して設立。市が参画することで、行政側としてもコンタクトセンター

業界の課題や問題を吸い上げ、企業誘致のみならず、企業との共創関係を構築する狙

いがある。 
 

（１）設立目的 
北九州地域及びその周辺に立地するコンタクトセンター事業者等が、将来にわ

たり安定的に発展していくため、政策提言や各種施策を実施するとともに、働

く人の能力向上や定着率を高めることで、日本で一番質の高いコンタクトセン

ターが立地する地域となることを目指す 
 

（２）組織 
＜正会員＞10 社＜賛助会員＞10 社＜支援団体＞1 社 

 

（３）概要 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北九州市資料 
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■官民連携による「在宅センター」（テレワーク） 

 
富士通コミュニケーションサービスは 2000 年に北九州市に進出。その実績と経験

を背景に、一人親などの家庭を支援する助成金制度を活用し、在宅コンタクトセンタ

ーの推進を北九州市とともに進めている。 
同社は、「北九州在宅オペレーター就業支援事業」を受託し、在宅オペレーターを

希望する方に対して、研修等を実施してきた。その結果、2011～2014 年の３年間で

育成したオペレーターは 300 人に達し、実際に在宅でコンタクトセンター業務を行っ

ている。 
さらに、北九州市と連携し、在宅オペレーターからの相談や業務支援を行う拠点と

して「在宅オペレーター育成センター（コントロールセンター）」を設置した。多様

な働き方、ライフスタイルに対応する取り組みとして注目される。 
 

 

■在宅コンタクトセンターの位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Computer TELEPHONY 2015.7 
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２. 沖縄のコールセンター産業の実態と課題 

全国及び沖縄県に立地するコールセンター事業所を対象としたアンケート調査・ヒアリ

ング調査結果から、沖縄のコールセンター産業の実態と課題を分析する。 

 

    ○調査対象（有効配布数ベース） 
      ・沖縄県に立地するコールセンター事業所 69 件（有効回収 35 件：50.7%） 
      ・全国のコールセンター事業所 122 件（有効回収 15 件：12.3%） 
       （北海道、宮城県、静岡県、福岡県、長崎県に立地する事業所対象） 
    ○調査方法・時期 
      ・沖縄県：郵送配布・調査員による聞き取り（平成 28 年 1 月 18 日～2 月 29 日） 
      ・全国：郵送配布・郵送回収（平成 28 年 1 月 21 日～2 月 5 日） 
 

(１) アンケート調査結果からみられる特徴 

１）大半が県外からの立地企業で、８割は本社ではない支社・支所等の事業所である。こ

のため、業務の経営判断が必ずしも沖縄の状況のみで左右されるものではなく、全国

展開する企業であれば、企業全体業績の影響を受ける事業所が多いものと推察される。 

２）８割の事業所が繁忙・閑散期があるとしており、事業経営の安定性＝雇用の安定性と

いう観点から見れば、繁閑格差の解消（雇用維持）という課題がある。 

３）コミュニケーターが確保できているとする事業所は３割である。正規雇用では５割の

事業所で確保できているとしているが、非正規について確保できているとする事業所

は３割に止まっている。全国的にコミュニケーターの確保が厳しい状況であるが、沖

縄においても同様の状況である。 

４）コミュニケーターの非正規率は約７割（派遣・アルバイトを除く）である。また、コ

ミュニケーターの離職率は正規雇用で約１割、非正規雇用（１年以上・１年未満とも

に）では約４割となっている。労働力の確保が厳しい状況の中で、離職が多いという

二重構造的な厳しさが伺える。（注：本調査における離職率は、一定期間の期首従業

者数を分母に、期間内（1年間）の離職者総数を割ったものである） 

５）約３割の事業所はコミュニケーターが不足しており、その対策として、子育て女性の

再就職、シニアの活用、在宅勤務、外国人労働者雇用、賃金増、正社員枠増に取り組

みたい、としている。 

６）子育て女性の再就業は７割の事業所で既に対応しており、ほぼすべての事業所が必要

性を感じている。また、現役リタイア後のシニア、在宅勤務などは今後必要となって

くると考えている事業所が５割以上を占め、ワークライフバランスをはじめ新しい労

働力や働き方への意識やニーズは高い。 

７）７割の事業所は、現在地での業務継続・拡大を考えており、移転を考えている事業所

もほとんどは県内他地域への移転を想定している。しかしながら、大半が支社・支所

であることから、沖縄における事業継続を担保するものではないことを、認識してお

く必要がある。 
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８）今後の事業所の運営として、高付加価値化や専門性の高い事業分野に取り組みたいと

している。 

 
(２) 調査項目別の特徴 

１) 事業所の概要 

 

■対象事業者の区分 

対象の事業所の区分は、本社が約２割で、７割が事業所である。 

 
 

 

 

 

 

注：表タイトルの（SA）はシングルアンサー、（MA）はマルチアンサー 

 
■県内に立地した経緯 

県内立地経緯は、支社支店としての立地が８割、県内での起業は約２割弱となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

２) 業務の内容と特徴 

 
■主な業務形態（インハウス、アウトソーシング） 

事業所のコールセンター業務の主な形態は、主としてインハウス業務が約５割、主とし

てアウトソーシング事業が約４割となっている。 

 

 
 
 
 
 
  

4_立地経緯（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 沖縄で起業 5 14.3
2 沖縄に移転 1 2.9
3 支社支店として 28 80.0

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）

1_ヒアリング対象事業所区分（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 本社 8 22.9
2 事業所 25 71.4

無回答 2 5.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

6_貴事業所におけるコールセンター業務の形態は次のどれですか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 主としてインハウス業務 16 45.7
2 主としてアウトソーシング業務 13 37.1
3 インハウス業務とアウトソーシング業務の両方 5 14.3

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）
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■繁忙閑散の有無 

年間を通じて事業所全体の繁忙・閑散の有無については、あるとする事業所が８割であ

る。 

 
 
 
 
 
 

■差別化要因 

サービス面の特徴、差別化要因については、より高付加価値なサービスを提供できるこ

ととする事業所が約７割、専門性を必要とする分野に適応したサービスを提供できること

とする事業所が約６割となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考：県外の状況 ～差別化要因～ 】 

 

県外の事業所では、低価格化による差別化をあげる割合が約７割にのぼり、沖縄県内の

事業所を上回っている。また専門性の点においては、県外事業所は４割にとどまり、沖縄

県内の事業所を下回っている。 

 
 
  

50_年間を通して事業所全体の繁忙・閑散はありますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ある 28 80.0
2 ない 7 20.0

無回答 0 0.0
サンプル数 35 100.0

0 50 100

構成比（％）

55_貴事業所のサービス面における特徴や、差別化要因は何ですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 より高付加価値なサービスを提供できること 24 68.6
2 より低いコストでサービスを提供できること 14 40.0
3 より大規模なサービスを提供できること 4 11.4
4 専門性を必要とする分野に対応したサービスを提供できること 22 62.9
5 その他（ 3 8.6
6 特にない 1 2.9

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

55_貴事業所のサービス面における特徴や、差別化要因は何ですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 より高付加価値なサービスを提供できること 9 60.0
2 より低いコストでサービスを提供できること 10 66.7
3 より大規模なサービスを提供できること 4 26.7
4 専門性を必要とする分野に対応したサービスを提供できること 6 40.0
5 その他（ 0 0.0
6 特にない 1 6.7

無回答 0 0.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）
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３) 従業者の状況 

 
■全従業者数 

全従業者数は、30人以上の事業所が約７割、10～29人の事業所が２割となっている。30

人以上の従業者がいる事業所のうち、100 人以上は、16 事業所ある（うち 500 人以上は５

事業所)。 

 
 
 
 
 
 
 
 

■コミュニケーターの構成 

コミュニケーターの構成で最も多いのは、非正規従業者（1年以上）で、約４割、次いで

非正規従業者（1年未満）が約３割、正規雇用従業者は 5.0％となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

注：回答サンプル中、上記項目のすべてに記載があったもののみ集計 

 

■コミュニケーターの離職状況 

2014年 10月１日から 2015年 9月 30日までの正規従業者、非正規従業者の離職率（この

期間の離職人数÷2014年 10月１日在職者数）は、コミュニケーター全体では約４割、正規

雇用従業者は約１割、非正規従業者は、１年以上、１年未満ともに約４割となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

注：回答サンプル中、上記項目のすべてに記載があったもののみ集計 

項目 現在の人数 構成比

正規雇用従業者数 394 5.0%

非正規従業者数（1年以上） 2,937 37.1%

非正規従業者数（1年未満） 2,611 33.0%

派遣労働者数 841 10.6%

パート・アルバイト数 1,130 14.3%

合計 7,913 100.0%

項目
①

2014年10月1日時点の
人数

②
2014年10月1日～2015年9

月30日までの
離職者数

離職率
②÷①

正規雇用従業者数 364 46 12.6%

非正規従業者数（1年以上） 3,072 1,310 42.6%

非正規従業者数（1年未満） 2,248 845 37.6%

合計 5,684 2,201 38.7%

65_全従業者数は何人＿合計（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 0人 0 0.0
2 1～4人 0 0.0
3 5～9人 0 0.0
4 10～29人 7 20.0
5 30人以上 23 65.7

無回答 5 14.3
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）
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■コミュニケーターの確保状況 

コミュニケーターの確保状況は、常に確保できている事業所は無く、概ね確保できてい

るとする事業所は約３割、不足することが多いとする事業所と、常に不足しているとする

事業所を合わせると約３割となっている。 

 
 
 
 
 
 

 

■雇用タイプ別従業者の確保状況 

正規雇用従業者では、確保できている（常に・概ねの合計）事業所が約５割。非正規従

業者（１年以上）では、確保できている（常に・概ねの合計）事業所が約３割。非正規従

業者（１年未満）では、確保できている（常に・概ねの合計）事業所が約３割である一方

で、不足しているとする事業所も約３割となっている。 

 

 

 

 

 

88_内訳＿正規雇用従業者（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 3 8.6
2 概ね確保できている 13 37.1
3 不足することが多い 1 2.9
4 常に不足している 3 8.6

無回答 15 42.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

90_内訳＿非正規（契約期間１年以上）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 1 2.9
2 概ね確保できている 9 25.7
3 不足することが多い 4 11.4
4 常に不足している 2 5.7

無回答 19 54.3
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60

構成比（％）

89_内訳＿非正規（契約期間１年未満）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 1 2.9
2 概ね確保できている 8 22.9
3 不足することが多い 8 22.9
4 常に不足している 3 8.6

無回答 15 42.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

87_コミュニケーターの確保状況＿全体（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 0 0.0
2 概ね確保できている 9 25.7
3 不足することが多い 8 22.9
4 常に不足している 4 11.4

無回答 14 40.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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■今後取り組みたいコミュニケーターの待遇改善点 

今後取り組みたいコミュニケーターの待遇等の改善点としては、賃金を上げるとする事

業所が約６割、時短勤務など働き方の自由度を高めるとする事業所が４割となっている。 

 
 

【参考：県外の状況 ～人材確保の状況～ 】 

■コミュニケーターの確保状況 

   不足することが多い、常に不足という割合が７割にのぼる。 

 

■内訳 

正規雇用者に比べると、非正規雇用者の不足感がやや強い。 

 
 
 
 
 
 
 

  

112_今後取り組みたいコミュニケーターの待遇等の改善点は次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 賃金を上げる 20 57.1
2 正社員の枠を増やす 9 25.7
3 地域限定社員を増やす 9 25.7
4 時短勤務など働き方の自由度を高める 14 40.0
5 スーパーバイザーへの昇格などを目指せるキャリアパスを設ける 8 22.9
6 その他 2 5.7
7 まだ決まっていない 5 14.3

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）

87_コミュニケーターの確保状況＿全体（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 0 0.0
2 概ね確保できている 3 20.0
3 不足することが多い 6 40.0
4 常に不足している 5 33.3

無回答 1 6.7
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

88_内訳＿正規雇用従業者（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 2 13.3
2 概ね確保できている 6 40.0
3 不足することが多い 1 6.7
4 常に不足している 1 6.7

無回答 5 33.3
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

90_内訳＿非正規（契約期間１年以上）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 2 13.3
2 概ね確保できている 3 20.0
3 不足することが多い 3 20.0
4 常に不足している 0 0.0

無回答 7 46.7
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

89_内訳＿非正規（契約期間１年未満）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 1 6.7
2 概ね確保できている 5 33.3
3 不足することが多い 1 6.7
4 常に不足している 2 13.3

無回答 6 40.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）
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４) 雇用に関する取り組み 

 
■子育て女性の再就業について 

子育て女性の再就業について、すでに対応を始めている事業所が約７割となっている。 

 
 
 
 
 
 

■リタイア後のシニアについて 

リタイア後のシニアについて、すでに対応を始めている事業所は約２割、業界的には必

要となってくるとする事業所は約５割となっている。 

 
 
 
 
 
 

■在宅勤務（テレワーク）について 

在宅勤務について、すでに対応を始めている事業所は２割、業界的に必要となってくる

とする事業所は４割となっている。 

 
 
 
 
 
 

■外国人労働者 

外国人労働者について、すでに対応を始めている事業所は約１割、業界的には必要とな

ってくるとする事業所は約４割となっている。 

 
 
 
 

  

98_子育て中の女性の再就業（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 5 14.3
2 自社でも必要となってくる 5 14.3
3 すでに対応を始めている 23 65.7

無回答 2 5.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

99_リタイア後のシニア（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 16 45.7
2 自社でも必要となってくる 6 17.1
3 すでに対応を始めている 6 17.1

無回答 7 20.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

100_在宅勤務（テレワーク）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 14 40.0
2 自社でも必要となってくる 6 17.1
3 すでに対応を始めている 7 20.0

無回答 8 22.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

101_外国人労働者（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 15 42.9
2 自社でも必要となってくる 7 20.0
3 すでに対応を始めている 3 8.6

無回答 10 28.6
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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５) 人材育成の取り組み 

 
■現在取り組んでいる人材育成 

現在取り組んでいる人材育成について、業務知識研修、電話応対・マナー研修に取り組

んでいる事業所は約９割となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

102_人材育成のうち＿現在の取組（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 電話応対・マナー研修 30 85.7
2 業務知識研修 31 88.6
3 端末操作研修 26 74.3
4 会社の方針や経営理念の理解 21 60.0
5 語学研修 2 5.7
6 資格取得支援 17 48.6
7 その他 3 8.6
8 行っていない・特にない 0 0.0

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）
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６) 福利厚生の状況 

 
■従業者の福利厚生 

正規雇用従業者の福利厚生としては、扶養・住宅等手当、退職金が半数程度のほかは、

他の福利厚生は約７割以上導入されている。非正規従業者（１年以上、1年未満ともに）で

は、賞与、扶養・住宅等手当、退職金の導入事業者は少なくなっている。 

 
 
  

106_福利厚生＿（A）正規雇用従業員（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 29 82.9
2 賞与 24 68.6
3 交通費補助 29 82.9
4 社会保険 29 82.9
5 扶養・住宅等手当 15 42.9
6 退職金 18 51.4
7 育児休暇 27 77.1
8 介護休暇 26 74.3
9 健康診断 29 82.9
10 その他 0 0.0

無回答 5 14.3
サンプル数 35 100.0

107_福利厚生＿（B）非正規従業員（契約期間１年以上（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 21 60.0
2 賞与 7 20.0
3 交通費補助 23 65.7
4 社会保険 24 68.6
5 扶養・住宅等手当 4 11.4
6 退職金 2 5.7
7 育児休暇 21 60.0
8 介護休暇 16 45.7
9 健康診断 21 60.0
10 その他 1 2.9

無回答 9 25.7
サンプル数 35 100.0

108_福利厚生＿（C）非正規従業員（契約期間１年未満）（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 13 37.1
2 賞与 3 8.6
3 交通費補助 18 51.4
4 社会保険 19 54.3
5 扶養・住宅等手当 2 5.7
6 退職金 1 2.9
7 育児休暇 11 31.4
8 介護休暇 8 22.9
9 健康診断 14 40.0
10 その他 1 2.9

無回答 14 40.0
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

0 10 20 30 40 50 60
構成比（％）



 

43 

 
７) 県内立地や行政支援について 

 

■県内立地のメリット 

県内立地のメリットについて、人件費が安いとする事業所が約７割、ホスピタリティが

高い、行政支援が充実しているとする事業所がそれぞれ約４割となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■事業所が利用した行政支援 

利用した行政支援について、人件費補助とする事業所が４割で最も多く、効果があった

支援についても、人件費補助とする事業所が最も多く４割となっている。 

 

 

  

56_貴事業所が今立地している場所で操業されるメリットは次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 人件費が安い 25 71.4
2 若い人材が多い 11 31.4
3 ホスピタリティが高い 13 37.1
4 行政支援が充実 13 37.1
5 業務との親和性が高い 4 11.4
6 その他 7 20.0
7 特に理由はない 3 8.6

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）
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【参考：県外の状況 ～行政支援の利用とニーズ～】 

 

■立地のメリット 

行政支援の充実度をあげる割合が５割を超えて最も高く、沖縄県内の事業所の回答を上

回っている。一方、人件費の安さについては５割に満たず、沖縄県内の事業所の回答を下

回っている。 

 

 
■事業所が利用した行政支援 

企業立地に伴う用地斡旋と人件費補助がともに４割にのぼる。 

 

 
■今後利用したい行政支援 

通信費補助・軽減、人件費補助、人材採用（マッチング）支援がそれぞれ３割を超え、

設備費補助・貸与が約３割などの順となっている。 

 
  

56_貴事業所が今立地している都道府県で操業されるメリットは次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 人件費が安い 7 46.7
2 若い人材が多い 6 40.0
3 ホスピタリティが高い 3 20.0
4 行政支援が充実 8 53.3
5 業務との親和性が高い 4 26.7
6 その他 0 0.0
7 特に理由はない 1 6.7

無回答 0 0.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

113_行政支援＿(A)利用した支援（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 企業立地に伴う用地斡旋 6 40.0
2 設備費補助・貸与 5 33.3
3 税制優遇 3 20.0
4 経営相談 0 0.0
5 通信費補助・軽減 2 13.3
6 人件費補助 6 40.0
7 人材採用情報提供 3 20.0
8 人材採用（マッチング）支援 2 13.3
9 人材育成支援 1 6.7

無回答 4 26.7
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

115_行政支援＿（Ｃ）今後利用したい支援（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 企業立地に伴う用地斡旋 1 6.7
2 設備費補助・貸与 4 26.7
3 税制優遇 3 20.0
4 経営相談 2 13.3
5 通信費補助・軽減 5 33.3
6 人件費補助 5 33.3
7 人材採用情報提供 3 20.0
8 人材採用（マッチング）支援 5 33.3
9 人材育成支援 3 20.0

無回答 6 40.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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８) 今後の展望 

 
■優先度１位の課題領域の状況 

優先度１位の課題領域については、労働力の確保とする事業所が約５割、人材育成とす

る事業所が約３割となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■将来の業務形態について 

将来の業務形態について、現在の場所での業務拡大とする事業所が約４割、現在の場所

での現状維持が約２割、本社や他事業所を含めた業務拡大による他地域への移転とする事

業所は約２割となっている。（他地域への移転のうち大半は現在立地する場所から県内の他地域への移

転） 

 
 
 
 
 
 
  

項目
1位に選ば
れた件数

割合（％）

労働力確保 17 48.6

人材育成 12 34.3

福利厚生 0 0.0

待遇（賃金）改善 2 5.7

設備投資 0 0.0

サービス品質向上 4 11.4

技術開発 1 2.9

123_貴事業所の将来（概ね10年後）の業務形態はどのように考えられますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 現在の場所での現状維持 8 22.9
2 現在の場所での業務拡大 15 42.9
3 本社や他事業所含めた業務拡大による他地域への移転（国内） 6 17.1
4 本社や他事業所含めた業務拡大による他地域への移転（海外） 2 5.7
5 本社や他事業所との統合による現在の場所からの移転（国内） 0 0.0
6 本社や他事業所との統合による現在の場所からの移転（海外） 0 0.0

無回答 4 11.4
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）
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(３) 離職率に影響を与える要因の分析 

離職率 20％を境として求人、育成、福利厚生等についてクロス集計を行い、離職率の高

低と各事業所の取り組みの関係性を分析した。 

 

１) 離職率の高低の傾向 

①高付加価値サービスの提供より、低コストサービスを提供する事業所で離職率が高い。 

②資格取得支援を行っている事業所では離職率が低い傾向にあり、端末操作研修の実施

率が高い事業所では離職率が高い傾向がある。 

③民間企業主催の人材研修を取り入れている事業所では離職率が低い傾向がある。 

④正規雇用者では退職金を導入している事業所で離職率が低い傾向があり、非正規雇用

者に対しては、昇給、交通費補助、介護休暇を導入している事業所で離職率が低い傾

向がある。 

２) 提供サービスの影響 

 

離職率 20％以上の事業所は、より低価格でサービスを提供することを特徴としている割

合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３) 人材育成の取り組み 

 

離職率 20％未満の事業所は、資格取得支援を行っている事業者が多く、離職率 20％以上

の事業では、端末操作研修の実施割合が高くなっている。 

 
 

  

102 102_人材育成のうち＿現在の取組（MA）

合計

電話応
対・マ
ナー研

修

業務知
識研修

端末操
作研修

会社の
方針や
経営理
念の理

解

語学研
修

資格取
得支援

その他
行ってい
ない・特
にない

無回答

35 30 31 26 21 2 17 3 - 1
100.0 85.7 88.6 74.3 60.0 5.7 48.6 8.6 - 2.9

10 10 10 6 7 - 7 - - -
100.0 100.0 100.0 60.0 70.0 - 70.0 - - -

11 10 10 9 6 - 4 1 - -
100.0 90.9 90.9 81.8 54.5 - 36.4 9.1 - -

サンプル数

離職率20％未満

離職率20％以上

全
体

55 55_貴事業所のサービス面における特徴や、差別化要因は何ですか。（MA）

合計

より高付
加価値

なサービ
スを提供
できるこ

と

より低い
コストで
サービス
を提供で
きること

より大規
模な

サービス
を提供で
きること

専門性を
必要とす
る分野に
対応した
サービス
を提供で
きること

その他（ 特にない 無回答

35 24 14 4 22 3 1 1
100.0 68.6 40.0 11.4 62.9 8.6 2.9 2.9

10 6 - 2 6 - - 1
100.0 60.0 - 20.0 60.0 - - 10.0

11 6 7 - 4 1 1 -
100.0 54.5 63.6 - 36.4 9.1 9.1 -

サンプル数

離職率20％以上

離職率20％未満
全
体
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４) 人材育成で実施している方法 

 

離職率 20％未満の事業所は、民間企業主催の研修の実施率が５割で、離職率 20％以上の

事業所では、民間企業主催の研修の実施がみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５) コミュニケーターに対する福利厚生の状況 

 
①正規雇用者に対する福利厚生 

離職率 20％未満の事業所は、退職金の支給が、離職率 20％以上の事業所を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②非正規雇用者（契約期間１年以上）に対する福利厚生 

離職率 20％未満の事業所は、昇給、交通費補助、介護休暇で、離職率 20％以上の事業所

を上回っている。 

 

 

 

 

 

  

104 104_コミュニケーターの人材育成で実施している方法は次のどれですか。（MA）

合計
OJT（現
場での
指導）

社内研
修

民間企
業主催
の研修

業界団
体主催
の研修

公的機
関主催
の研修

自己啓
発・自己

研鑚
その他

行ってい
ない

無回答

35 30 32 9 9 2 8 - - 1
100.0 85.7 91.4 25.7 25.7 5.7 22.9 - - 2.9

10 10 10 5 2 - 1 - - -
100.0 100.0 100.0 50.0 20.0 - 10.0 - - -

11 10 9 - 3 - 2 - - -
100.0 90.9 81.8 - 27.3 - 18.2 - - -

離職率20％以上

サンプル数

離職率20％未満
全
体

106 106_福利厚生＿（A）正規雇用従業員（MA）

合計 昇給 賞与
交通費
補助

社会保
険

扶養・住
宅等手

当
退職金

育児休
暇

介護休
暇

健康診
断

その他 無回答

35 29 24 29 29 15 18 27 26 29 - 5
100.0 82.9 68.6 82.9 82.9 42.9 51.4 77.1 74.3 82.9 - 14.3

10 9 7 8 8 5 6 8 8 8 - 1
100.0 90.0 70.0 80.0 80.0 50.0 60.0 80.0 80.0 80.0 - 10.0

11 9 8 9 9 4 4 8 7 9 - 2
100.0 81.8 72.7 81.8 81.8 36.4 36.4 72.7 63.6 81.8 - 18.2

サンプル数

離職率20％以上

離職率20％未満
全
体

107 107_福利厚生＿（B）非正規従業員（契約期間１年以上（MA）

合計 昇給 賞与
交通費
補助

社会保
険

扶養・住
宅等手

当
退職金

育児休
暇

介護休
暇

健康診
断

その他 無回答

35 21 7 23 24 4 2 21 16 21 1 9
100.0 60.0 20.0 65.7 68.6 11.4 5.7 60.0 45.7 60.0 2.9 25.7

10 9 2 8 7 - 1 7 7 7 - 1
100.0 90.0 20.0 80.0 70.0 - 10.0 70.0 70.0 70.0 - 10.0

11 5 1 5 7 1 - 7 4 7 1 4
100.0 45.5 9.1 45.5 63.6 9.1 - 63.6 36.4 63.6 9.1 36.4

離職率20％未満

離職率20％以上

サンプル数

全
体
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３. 沖縄のコールセンター産業に対する求職側の評価 

    （教育機関等ヒアリング調査結果より） 

(１) ヒアリング結果総括 

大学、高等学校、専門学校、就職支援組織の就職担当者へのヒアリング結果を見ると、

就職に対する考え方の全体的な傾向として、「安定志向」「ワークライフバランス」「企業ブ

ランド」などを重視している。その中で、コールセンターに対する受け止め方は、「クレー

ム対応」「パート・アルバイトの仕事」「中途採用が多い」「就職相談は少ない」など、必ず

しも良いイメージを持っていないようである。 

学生等から就職の相談を受ける立場の方のイメージは、「雇用が不安定」「特定企業の実

例から、悪いイメージがある」などの意見がある一方で、「ワークライフバランスに対応し

た環境がある」「キャリアパスが明確」「教育・研修の環境が整っている」「女性が働きやす

い」「雇用が多い」などの評価が多い。 

また、就職担当者は「直接企業の現場に行ったことがない」とする意見が多いのも特徴

である。 

今後、コールセンターに求める情報や活動等に対しては、「業務内容や働く環境の正しい

情報発信」「継続した情報発信」「認知度を上げる」などと同時に「インターンシップの積

極的な受け入れ」「現場を見る機会の創出」などを挙げている。 

この結果からは、キャリアパス、女性が働きやすい環境、手厚い研修制度、働き方の選

択の幅（ワークライフバランス）など、コールセンター側の雇用環境が働き手側に伝わっ

ていないことによるギャップ（ネガティブなイメージが先行）の存在が問題であり、コー

ルセンター側では、業界としてそのような状況になっていることを認識して、「何をどうい

う方法で伝えるか」を考え、対処することが必要である。 

コールセンター現場に大学生（10 名程度）を招いた「座談会」を 3 回開催した結果、ほ

ぼ全員がコールセンターに対する印象が全く変わった旨の感想が寄せられたことから、イ

ンターンシップや企業見学等、現場を直接見せ、体験できる機会を積極的に作っていくこ

とも有効な手段である。 

 

■ヒアリング対象教育機関等 

区分 名称 

大学 沖縄国際大学 

沖縄女子短期大学 

沖縄大学 

琉球大学 

名桜大学 

高等学校 那覇西高等学校 

浦添商業高等学校 

泊高等学校 

専門学校 ITカレッジ沖縄 

N-CIS那覇情報システム専門学校 

KBC学園 専修学校 国際電子ビジネス専門学校 

沖縄情報経理専門学校 那覇校 

ハローワーク那覇 

就職支援組織 沖縄県キャリアセンター 
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(２) ヒアリング概要 

１) 学生の就職先への関心度（重視する点） 

 

【大学】 

・仕事のやりがい、ワークライフバランス、自分に合う仕事かどうか等。 

・福利厚生、給与、県内勤務。 

・企業名（知名度）、ブランド、大手志向（県内企業優先）。 

【高校】 

・安定志向で、福利厚生、賃金を重視。 

・就職先を決める際に親や周囲（先輩等）の意見を大事にする。 

・シフト制は人気がない。 

【専門学校等】 

・正社員、社会保険完備、県内志向。 

・企業ブランド、規模重視の傾向。 
【支援機関等】 

・事務職希望が多い。 

・雇用形態（正社員）、ワークライフバランスも見ている。 

・シフト制、残業時間 20時間以上は人気がない。 
・小売業や銀行など、ステータスが高い職場を選ぶ傾向がある。 

 
 

２) コールセンターへの関心 

 

【大学】 

・クレーム対応の仕事、ネガティブなイメージ。 

・嫌っている感じはしないが、パートやアルバイトの仕事というイメージ。 

・第一希望としての取扱いは少ないが、毎年数名の希望者がいる。 

・コールセンターへの就職相談はない。 

【高校】 

・コールセンターインターシップ制度もあるが今年は応募がなかった。 

・生徒が辞めたこともあり、印象はよくない。 

・コールセンターへの就職相談はない。 

【専門学校等】 

・アルバイト経験をしている学生からのネガティブイメージ。 

・中途採用が多いので、新卒は興味を示さない。 

・テクニカルに関する業務は相談があるが、生徒から相談されることはほぼない。 

【支援機関等】 

・コミュニケーション能力が付くという評価もある。 

・雇用形態が非正規のイメージで、常に募集が出ているので定着率が悪いイメージ。 

・就職相談はない。 
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３) 就職担当者のコールセンターの認知状況 

 

【大学】 

・社名がよく変わる、雇用が不安定、賃金が安い。 

・結婚後の女性等のワークライフバランスを見ると働き易い職場。 

・クレーム対応だけではなく、ステップアップできる仕事という印象。 

・雇用を多く創出している。女性が働き易い環境を整備している。 

・実際にコールセンターにいったことがない。（ほぼ共通） 

【高校】 

・説明会での個々の企業の印象はよいが、2015年のニュースの印象が残っている。 

・電話対応だけの仕事内容というのが進路相談員として進めるにあたり不安がある。 

・実際にコールセンターにいったことがない。（ほぼ共通） 

【専門学校等】 

・きちんと教育できる環境が用意されている。 

・就業時間が比較的きちんと守られている。 

・キャリアパスが明確、マネージメントできる層のニーズがある。 

・職員数が多く、親会社がしっかりしている。 
・育休・産休等の休みが取り易い等といったよい職場環境。 

・クレーム処理などの厳しい部分もあるが、多様な雇用形態、福利厚生は比較的整って

いる感はある。 

・契約社員スタートが多い。 

・業界に関するイメージはブラックボックスで具体的に分からない。 

【支援機関等】 

・雇用形態が非正規のイメージがあり、常に募集が出ているので定着率が悪い印象。 
・正規雇用への道のりが遠い。 

・2015 年の撤退等があり不安定な業界。 
・時給がよい、待遇がよい、シフト制でライフワークバランスが取り易い環境。 

 

４) コールセンター業務に関するカリキュラムの設定状況（IT スキル等含む） 

 

【大学】 

・情報リテラシー、ITスキルに関係するカリキュラムはほぼ共通して設定されているが、

コールセンターに関係するものはない。 

・今後は、特定の業種に対応するカリキュラムを設定する予定はないとする回答もほぼ

共通。 

【高校・専門学校等】 

・ITスキルに関係するカリキュラムはほぼ設定されている。 

・総合実践授業での電話対応はあり、年に 1～4時間程。（浦添商業高等学校） 

・数年前は総合ビジネスという授業があり、コールセンターに特化した授業があった

が今はない。今後も予定はない。（浦添商業高等学校） 

・ビジネスマナー等での活用という意味では今後設定もありうる。（ITカレッジ沖縄） 

【支援機関等】 

・以前コールセンター業務に特化した職業訓練コースがあったが、今はない。今後も予

定はない。（ハローワーク那覇） 
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５) 産業界と連携した就職イベントの実施状況（コールセンター業界に限らず） 

 

【大学・高等・専門学校等】 

・校内もしくは企業での講話、説明会あり。 

・講話は生徒からは好評、具体的な結果に結びついている。 

・講話は職業観、就業観が養われてよい。 

・インターンシップ、学内合同企業説明会・単独企業説明会、社会人講話、各種セミナ

ーの講師依頼等を実施している。 

・合同説明会を外部に委託して実施、一定の効果を毎年出している。 

・県内企業より、県外企業の方が積極的な活動を行っている。 

【支援機関等】 

・説明会は、企業はすぐ集まるが参加者が中々集まらない。面接会に参加する約２割し

か就職が決まらない。（ハローワーク那覇） 

・企業も求職者にも満足していただいている。少人数で話し合いができる環境が高評価

につながっている。（キャリアセンター泉崎） 

 
６) コールセンター業界に求める情報や活動 

 

【大学】 

・継続して情報を発信する事でイメージは好転すると思う。 

・まず、学生への認知度 UPを図ることが望ましい。 

・学内外の説明会を実施し、見学ツアーに特典をつけるなど学生の動員に配慮する。

これは卒業年次に限定せず、低年次から広く対象とした方がよい。 

・業務の全体的なキャリアの流れを伝える。コール対応は仕事の始まりでどこに（業界

や業務の中で）繋がっていくのか。責任のある仕事ということを知ってもらう。 

・もっと大学を有効活用して欲しい。正課外活動であればできることは多い。 

・ネット情報だけではなく、インターシップ制度を受け入れていただく。体験が大事。 

【高校】 

・詳しい業務内容や働く環境についての情報提供。 

・実際の勤務内容（労働者の 1 日等のワークライフバランス）、福利厚生、仕事内容（1

日中クレーム対応というイメージがあるため）を正しく伝える。 

・会社見学が有効。 

・情報が多すぎるのも問題。 

【専門学校等】 

・１年目、３年目などの就業イメージ、・収入、キャリアパス、働き方の正確な情報提供。 

・近い距離で、直接話せる機会として、実際の現場を見る機会があるとよい。 

・インターンシップの活用。 

・５年後、10年後のキャリアプランの明示。 
・生徒により社会経験を積ませるためにも、アルバイト情報も欲しい。 
・最近の学生にはなかなか情報がわかりづらいので、直接訴える工夫が必要。 

【支援機関等】 

・ワークライフバランスの明確な情報提供。 

・平均休日取得日数（有給休暇取得率の公表）、研修の明記。 

・継続勤務者はなぜ長期で働けているのか。コミュニケーター以外での仕事情報があれ

ば知りたい。正社員雇用率、離職率、定着への工夫、産休等の仕組み等も知りたい。 

・昔に比べかなり情報を開示し、発信していると思うが、小規模説明会で和やかな話し

合い、社内見学などのリアルな体験を交えた発信方法が好ましい。 
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７) コールセンター業界に求めること 

 

【大学】 

・認知が広まれば、生徒は関心を示すようになると思う。 

・イメージを地道に払拭していくしかない。 

・学生と多く接触し、よりリアルなコールセンター業務を伝え、学生の職業理解度を深

めていくことが重要。 

・スタートが契約でも正規雇用という道づくりが見えると希望者が増えると思う。安心

して働ける（正規雇用や充実した福利厚生等で）というイメージを作る。 

・年齢層等により求める条件、福利厚生が変わるので、ターゲットを絞り、適切なアピ

ールをすることが大事。 

【高校】 

・進学するには経済的に厳しい状況の生徒が少しずつ増えてきているので、コールセン

ターに就職する生徒も増えるだろう。 

・コールセンターの具体的な話を聞ける場があれば、興味を持つ生徒も増えると思う。 

・露出を増やし、生徒にとって身近な存在になるように情報（キャリア制度、福利厚生、

やりがい、研修制度等）を発信する工夫をして欲しい。 

・高校生には比較的イメージしやすい情報が大事になってきている。 

【専門学校等】 

・良くないイメージの払拭ができれば、働き方の選択の自由度で幅が広がると感じる。 

・コール事業以外での BPO 業務の拡大、キャリアパスの明確化、雇用形態の改善、産官

学連携でのスキームが重要。 

・電話対応以外の職種のオファー（事務系等）。 

・インターシップ制度の中で、新規案件立ち上げなどの上流工程を見せる。 
・電話対応以外の部分でのモチベーションを上げる（FP 等の資格が取れる、製品につい

て詳しくなれる等）。 

【支援機関等】 

・働き易さのアピール、働く魅力を伝えていくしかない。 

・ネガティブイメージの払拭が必要。また、魅力のある上司が必要。今いるスタッフの

人材育成と長く働ける仕組みづくりや（託児所等）、定着力のある職場づくりも必要と

思う。 

・コミュニケーションに不安のある方を対象とした実際の業務適性検査（コールの少な

い夜間時等に）。このような方達は直接対人でなければ支障がないことが多く、夜間に

活動していることが多い。 
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４. コールセンターシンポジウムの開催 

コールセンターシンポジウム『沖縄のリーディング産業の未来へ』 
－“働きやすさ”と “キャリア支援”－ 

 
(１) 開催概要 

１) 開催日時、場所 

・平成 28年２月７日（日）：13時 30分～16時 30分 

・沖縄大学講堂 3-101 

２) プログラム 

①基調講演：『自分の居場所～コールセンターでつかむ夢』 

・作家 阿川大樹 

②ミニインタビュー：『コールセンターで実現したキャリアアップの姿』 

・メットライフ生命保険株式会社神戸カスタマーコンタクト部部長 藤澤淳子 

 ≪聞き手≫ 

・株式会社リックテレコム 「コンピューターテレフォニー」編集長 矢島竜児 

③パネルディスカッション：『働き易さとキャリア支援』 

《進行》 

・株式会社リックテレコム「コンピューターテレフォニー」編集長 矢島竜児 

《パネラー》 

・メットライフ生命保険株式会社神戸カスタマーコンタクト部部長 藤澤淳子 

・トランスコスモス株式会社コンタクトセンターサービス沖縄本部 豊里わかな 

・沖縄県コールセンター産業協議会副会長 堀田弘正 

・ハローワーク那覇公共職業安定所次長（業務部長） 知念照二 

 
(２) パネルディスカッション要旨 

 
《沖縄におけるコールセンターの現状：不足がちな労働力》 

・本土復帰以降もっとも高い数値を５カ月連続で更新している。ただし、全国が 1.27 倍

であり、沖縄県の雇用状況は依然厳しい状況。 

・コールセンターの求人倍率は２倍を超えて 2.4倍にまで拡大。 

・ハローワークで受理した新規求人数も平成 26年が 5,000人あまり、平成 27年には 6,000

人近くに。 

 

《ファシリティ・設備面での現状》 

・外部から見て一番分かりやすいのはファシリティ、設備。 

・長崎のセンターのビルは、間違いなく全国的に見てもトップクラス。 

※研修ルーム、トレーニングルーム、テラス、レクレーションルームを完備。 

※銀行の ATM、コンビニエンスストア、託児所、市民が使用できるホールがある。 

・トランスコスモスの施設も充実している。 

※特に女性が働き易いように作られている。 

※パウダールーム、カフェ風の休憩、託児所も設置。 
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・託児所や休憩室がどれくらい必要かというものをまず作って、それから作業スペース

を作っていく。 

・ファシリティに関しては、他の業種・職場と比較しても追従を許さない程の充実ぶり

の会社が多いというのが現状。 

 

 

《キャリア支援・幅広い働き方への対応》 

・キャリア支援、研修制度に関しては、コールセンター（広く BPO 業界含む）業界は充

実していると思う。 

・コールセンターで働いている全ての方がキャリアアップを目指しているのではない。 

・非正規が悪いという訳ではなく、色々な働き方を求めている方が多い。 

・自分の都合に合った働き方ができるというかなり魅力のある職種。 

・ハローワークに来ている求職者、離職者を分析すると、20 代 30 代 40 代の女性の方で

約半数。仕事と育児との両立をよりアピール、発信していくことが大事。 

・職場見学をもっと実施されたらどうか。 

・キャリアアップしたい人、そうではない人の機能の選択肢を用意されているというの

が重要。 

・中にはコミュニケーション能力が上がった、電話での応対が上手くなったとか、そう

いった話も聞く、採用になった後にコールセンターでの経験が活かされたという方も

いた。 

・集団型労働産業で色々な人が働く環境では、多様の選択肢を考えなくてはいけない時

代になっている。 

 

《沖縄での人材の特徴》 

・地元採用のマネージャーが少ない。 

・中々内地に出たがらないという方が多いようだ。 

・今はエリア正社員制度というのを導入。 

・トップクラスのマネージャー層に対するキャリア支援や研修というのも今後充実させ

ていく時期。 

 

《コールセンターの役割・意義》 

・コールセンターが何のために存在するかと言えば、顧客満足。対応したお客様に満足

していただくための拠点というのが一番大きな役割。 

・顧客満足という付加価値を創造する部門。 

・ファンを作ることができる部署。 

・今はクレームを対応する担当者は営業を経たベテラン（専門化）。 

 

【会場質問１】《年齢制限はあるか》 

・基本的には年齢制限はない 

 

【会場質問２】《コミュニケーションが不得意。研修などでカバーできるのか。》 

・トレーニングという意味では、ある程度の規模のセンターであれば万全体制にある。 

 

【会場質問３】《働く意識、本土と沖縄の考え方の違いなど》 

・沖縄では、上昇志向はちょっと低いかもしれない。 

・初期リタイアの率が高い。逆に 1年以上働くと、長く働いてくれる率が高くなる。 

・求人広告が酷過ぎるという印象、正しい求人広告が必要。 

【会場質問４】《コールセンターは止めておけと言われるのはなぜか》 
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・他の職種と比較しても、ストレスフルな面がある。例えば、監視されていると言われ

るケースがある。 

・助ける意味で、支える意味で見ているつもりではあるが、そういった捉え方をされて

しまう。 

 

【会場質問５】《コールセンターがここまで成長した理由》 

・企業誘致と上手くリンクした、マルチメディア構想の賜物。 

・誘致はしっかりしたが、沖縄のリーディング産業としてやっていくためには行政側か

らも何かしていかなければならないと思う。 

 

【会場質問６】《今後の沖縄のコールセンターの未来に向けて》 

・女性のキャリア支援と、現地化を推進。 

・女性だけではなく男性社員も子供を預けているので、今後はそのような対応も必要。 

・ロールモデルで、ここまで成長できるということを示すこと。 

・価値のある仕事であることを、働き手がもっと PRしていく必要がある。 

・コールセンターの強みと言うのは働き易さということ。 

・職場は働き易い、20 代の方達には育児と仕事の両立ができる。50 代 60 代の方達には

介護をしながらできると前面に発信していくべき。 

・実際に来てもらうと、笑顔で働いてやりがいを持っていることがわかる、人から聞く

のとはだいぶ違う。こういうやりがいのある仕事がしたい。良いことはもっとアピー

ルするべきである。 
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【参考】コールセンターにおける雇用の全国的な状況 

 
（１）オペレーター等の確保状況等 

株式会社リックテレコムが実施した、全国のコールセンター従業者アンケート調査（平

成 26年調査）から、コールセンターにおける雇用者の確保状況、勤務形態、離職の状況等

について見てみると、全国的に、オペレーターの確保状況は厳しく、全体の約７割が「厳

しい」としている。特に全拠点でかなり厳しいとする回答が３割となっている。 

採用状況を見ると、全体の約８割が「募集をかけても集まりにくい」とし、対策として

は「既存スタッフが退職しないようモチベーション管理に気を配っている」など、新規採

用より現行スタッフの定着により力を入れている状況がある。 

 
○オペレーターの確保状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○近年の採用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

拠点によって

はかなり厳しい

（応募数が確

保できない）, 
35%

全拠点でかな

り厳しい（応募

数が確保でき

ない）, 30%

全拠点で十分

な応募数は確

保できている, 
29%

その他, 5% 無回答, 1%

募集をかけて

も集まりにくい, 
83%

従来通り採用

できている, 
13%

採用自体行っ

ていない, 2%

無回答, 2%
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（２）離職率 

オペレーターの離職率では、11％以上が 4 割で、31％以上のところが約 1 割となってい

る。前回の調査と比較すると、11～30％が 5.6 ポイント、31～50％が 2.2 ポイント増加し

ている。 

新人に限ってみると、離職率 11％以上が全体の６割占め、31％以上が約２割となってい

る。 

 
 

○オペレーターの離職率（全体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○オペレーターの離職率（新人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

62.6

54.4

24.6

30.2

6.2

8.4

0.9

1.4

0.9

0

4.7

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年（ｎ＝211）

2015年（ｎ＝215） 10％以下

11～30％以下

31～50％以下

51～70％以下

それ以上

無回答／不明

40.3

42.8

29.4

30.2

15.2

14

4.7

4.7

10.4

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年（ｎ＝211）

2015年（ｎ＝215）
10％以下

11～30％以下

31～50％以下

51～70％以下

無回答／不明
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（３）今後の拠点の位置等 

サイト（拠点）を分散している理由では、コストや、業務の分散化など、企業業務の運

営に直接影響する理由より、ＢＣＰ（災害時のバックアップ対策）のために分散化してい

るという回答が最も多く、約６割を占めている。 

また、今後の増設・移転の意向については、移転も増設も検討していないとするところ

が約半数で、何らか移転を検討しているところは約３割となっている。 

 
○サイトを分散している理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○増設・移転 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

66.1 

29.8 

40.3 

9.7 

13.7 

62.4 

44.0 

42.4 

20.0 

4.0 

0 20 40 60 80 

災害時のバックアップ拠点としている

（ＢＣＰの観点から拠点を分散している）

業務内容（スキルグループ）ごとに分散している

コスト（人材・立地）削減のため

複数のアウトソーサーに業務委託しているため

その他・無回答

2014年（ｎ＝124）

2015年（ｎ＝125）

移転も増設も

検討していな

い, 47%

今の場所で

増設を検討

中, 16%

増設・移転の

両方を検討中, 
15%

異なる場所に

増設を検討中, 
11%

移転を検討中, 
9%

無回答, 2%
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【参考】県内企業における組織体制・雇用形態等の事例 

 

（１）限定正社員制度（一般事例として） 

正社員と非正規雇用の労働者の二極化を緩和し、労働者一人ひとりのワークライフバラ

ンスと、企業による優秀な人材の確保・定着を図るため、労使双方にとって望ましい多元

的な働き方＝職務、勤務地、勤務時間を限定した「多様な正社員」制度（限定正社員）が

始まり、コールセンター業界においても導入する企業が増えている。 

 
■「多様な正社員」（限定正社員）のタイプ（一般の例） 

一般 正 社 員 勤務地、職務、勤務時間のいずれも限定されない。 

勤務地限定正社員 
勤務地（エリア）が限定されている（転居を伴う転勤がないか、または

転勤が一切ない）。 

職 務 限 定 正 社 員 職務内容や仕事の範囲が他の業務と明確に区別され、限定されている。 

勤務時間限定正社員 一定の時間帯から短時間（４時間程度）選択し勤務する。 

 

■雇用形態の違いによる比較 

 一般正社員 限定正社員 非正規社員 

雇用期間 無期 無期 有期 

転勤（広域） あり 地域内 地域内 

職種変更 あり 双方合意の上、変更可 双方合意の上、変更可 

備考   双方合意の上、期間更新 

 

■「多様な正社員」（限定正社員）のメリット（一般の例） 

企業のメリット 雇用者のメリット 

・人手不足の解消 

・少子化による若年層の減少を想定した人材確保 

・戦力となる人材の囲い込み 

・正社員としての雇用の安定性 

・結婚、出産、育児、介護等のワークライフバラン

スに対応した働き方の実現 

・長時間労働の低減 

・広域転勤が無く生活環境が安定 
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（２）コールセンターにおける事例（県内Ａ社の例） 

 

１）限定正社員の導入 

Ａ社では、一般正社員をグループ正社員、地域限定正社員をエリア正社員と呼んでいる。

地域限定社員は転居を伴う転勤はない。本人が希望または承諾した場合にのみ転居を伴う

転勤が可能となる。 

待遇面での違いは、人事異動や信賞必罰、給与テーブルは同等だが、地域限定社員は部

長職以上にはなれない。部長職以上はエリア外の業務にも関与する必要があるため。 

 
■限定社員の導入例 

 評価 労働時間 転勤 キャリアアップ 

正社員 
昇降格基準・給

与テーブルは同

等 

40 時間/週のシ

フト制は共通 

転勤を伴う配属あ

り 

部長職以上になる

ことができる 

限定正社員（地域限定） 
当該地域でのみ勤

務 

部長職にはなるこ

とができないが、他

は同等 

部長職：全国の支社等を横断的に管理 

 
２）組織体制 

平均的には、オペレーター10 名前後を一人のリーダーが管理（一つのチーム）し、リー

ダー下の３つのチームを一人の SV（スーパーバイザー）が管理している。その SVをマネー

ジャーが管理する体制が基本となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        ※事業難易度により体制は変わる 
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３）キャリアプラン 

キャリアプランは全国の支社等で統一されており、一般的なキャリアプランは、オペレ

ーター → リーダー → スーパーバイザー → マネージャー → 室長 → 部長となる。地

域限定社員と一般正社員での区別は室長までなく、部長以上（支社長クラス）は一般正社

員しかなれない。キャリアアップは人事評価に基づき、上長から打診され本人が了承した

場合にのみ昇格となる。 

アルバイト、パートの場合、現場担当者（SV 及びリーダー）の推薦があれば契約社員に

なれる。 

契約社員から正社員へなるには二つの方法があり、グループ正社員（一般正社員）へは

部長クラスの推薦と登用試験に合格しなければならない。地域限定社員の場合は、推薦は

不要で希望により登用試験を受けることができる。なお、登用試験を受けるには SVの経験

を２年以上積まなければならない等の規定がある。 

派遣も同様に現場担当者（SV 及びリーダー）の推薦があれば契約社員になれるが、派遣

会社との調整が必要となる。また、必要条件を満たしていれば、登用試験を受け地域限定

正社員になることができる。  

グループ正社員（一般正社員）から地域限定社員への変更は社内審査により変更するこ

とができる。また逆も同様である。 

 
■キャリアパスのイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

オペレーター 

リーダー(LD) 

スーパーバイザー(SV) 

マネージャー（MRG） 

部長 

※一般正社員のみ 

・電話応対/事務業務 
・データ入力 
・業務知識の習得 

・オペレーターからの質問対応 
・二次対応・SV の補佐 
・研修フォロー 

・オペレーター管理・教育・指導 
・オペレーション管理 
・応対品質向上・データ分析 

・運営計画策定 
・業務改善目標策定 
・SV の監督指導 

室長 
［主な業務内容］ 
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４）実施している研修制度 

研修制度は、下記のような社内研修と外部研修があり、役職に応じて様々な内容で実施

されている。 

●導入研修及び新人研修 → 新人（新規採用時）配属時に必ず行う研修 

●役職研修 → SV 登用研修やマネージャー研修等の昇格した社員に定期的に行う研修 

●スキルアップ研修 → 応対、苦情処理、コミュニケーション（深堀研修） 

●外部研修 → 視野を広げたり、他社を知るため、スキルアップのための研修 

※任意または推薦で受けることができる。 

■社内研修の実施状況 

受講者・役職 【社内】研修受講項目 

入社・新人 
【導入研修】（会社概要・応対基礎・応対基礎・機密管理） 

【業務研修】業務ごとの研修（業務知識・システム）※業務・業種により期間は異なる 

オペレーター 応対フィードバック（応対内容の良い点・改善点をフィードバック） 

オペレーター 

リーダー 

スーパーバイザー 

苦情研修（苦情対応時のポイント） 

スーパーバイザー 

登用者 

オペレーション管理・勤怠・労務管理・内部統制・収支管理・ビジネスマナー・システム 

ＫＰＩ・進捗管理・統計分析・応対品質管理・パフォーマンス管理 

 ※社内研修受講→eラーニング（学習も可）にて登用試験受験合格→毎年更新試験あり 

マネージャー 

登用者 

ロジカルシンキング・財務統計・経営戦術・マーケティング 

ビジネスマナー・ビジネス文書・思考法・伝え方・メンタルヘルス・タイムマネジメント 

プレゼンスキル・キャリアデザイン・ファシリテーションスキル 

 ※登用時から１年間の研修プログラムと eラーニング 

 
５）シフトの例 

ライフスタイルに合わせて働き易いように多様な勤務時間シフトが設定されている。通

常、午後、夜間等の時間シフトのほか、変形労働制による柔軟な時間設定や、4時間程度の

短時間のシフトも設定されている。 

 
■シフトの設定状況 

実際に導入されているシフト 

●9:00～18:00、13:00～21:00、17:00～26:00等の時間帯シフト 

●変形労働制による 40時間/週シフト 

（月曜に 10時間勤務、火曜に 6時間勤務など、柔軟に勤務し、週全体で 40時間を確保） 

●4時間/日の短時間シフト（8:50～21:00の間で選択可） 
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１．平成２７年度 沖縄におけるコールセンターの現状調査検討委員会委員名簿 

 
 

氏名 所属・役職 

名嘉座 元一 

（委員長） 
沖縄国際大学経済学部経済学科 教授 

菅野 友三 沖縄県コールセンター産業協議会 会長 

山城 勝 一般社団法人沖縄県経営者協会 常務理事 

城間 邦正 沖縄労働局職業安定部職業安定課 課長 

仲栄真 均 沖縄県商工労働部情報産業振興課 課長 

喜友名 朝弘 沖縄県商工労働部雇用政策課 課長 

（敬称略：順不同） 
［オブザーバー］ 

金城 健秀 沖縄県 BPO 産業協議会 会長 
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２．平成２７年度 沖縄におけるコールセンターの現状調査検討委員会開催経緯 

 

 

第１回検討委員会 

・開催日時：平成 27 年 10月 15日（木）15:00～17:00 

・開催場所：内閣府沖縄総合事務局１階Ａ・Ｂ会議室 

・議事内容：①委員会設置要綱について 

②論点、コールセンター概況等について 

③実施する調査について 

④調査スケジュールについて 

⑤今後の委員会予定について 

 

第２回検討委員会 

・開催日時：平成 27 年 12月 18日（金）9:00～11:00 

・開催場所：内閣府沖縄総合事務局２階Ｄ・Ｅ会議室 

・議事内容：①経過報告 

②アンケート・ヒアリング調査について 

③シンポジウム企画（案）について 

④報告書骨子（案）について 

 

第３回検討委員会 

・開催日時：平成 28 年 3月 2日（水）15:00～17:00 

・開催場所：内閣府沖縄総合事務局 10階経済産業部会議室 

・議事内容：①シンポジウム開催報告 

②教育機関等ヒアリング調査結果報告 

③アンケート・ヒアリング調査結果報告 

④沖縄におけるコールセンター産業の発展に向けての検討事項 
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３．企業アンケート・ヒアリング調査結果 

 

（１）調査概要と調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査票 

 

 

 

 

 

 

 

  

沖縄県内 沖縄県外

調査対象 県内に立地するコールセンター事業所
北海道、宮城県、静岡県、福岡県、

長崎県に立地するコールセンター事業所

配布 77事業所 129事業所

有効配布数
69事業所

（無効理由：県内撤退４事業所、
別会社への業務移管４事業所）

122事業所
（無効理由：住所不明4事業所、

協力拒否3事業所）

回収 35事業所 17事業所

有効回収数 35事業所
15事業所

（無効理由：白票2事業所）

有効回収率 50.7% 12.3%

調査方法
郵送配布。

調査員が訪問し聞き取り調査・回収。

郵送配布・回収。
督促兼お礼状（ハガキ）を送付。

電話による協力依頼。

調査期間 平成28年1月18日～2月29日 平成28年1月21日～2月5日

 

コールセンターに関するアンケート調査 

「調査主旨・方法等について」 

 
 

わが国におけるコールセンター産業は多くの人材雇用を生むことから、地方振興策の目玉とし

て、全国各地で積極的な誘致策が図られてきました。沖縄県においてもコールセンター産業は

1990 年代後半より集積がはじまり、現在では情報通信関連産業従事者の 7 割の雇用を支える重要

な産業に成長しています。 
本調査は、内閣府沖縄総合事務局が実施する「平成 27 年度沖縄におけるコールセンターの現状

調査」の一環として、コールセンターにおける雇用、経営実態等を分析・把握するために全国の

コールセンターを対象に実施するものです。 
ご多忙とは存じますが、主旨をご理解のうえ、ご協力くださいますようよろしくお願い申し上

げます。 
 
 
 

１． この調査票は、上記の目的以外に使用することはありません。また、調査結果は統計的に処理し、個

別企業の内容を公表することはありません。 

２． 調査対象企業の抽出に際しては、 株式会社東京商工リサーチのデータベースから、事業所名・所在

地のみ抽出し、使用しています。 

※なお、調査実施者の株式会社アール・ピー・アイと株式会社東京商工リサーチは秘密保持契約を締

結し、情報管理を徹底します。 

３． ご回答は、経営者または経営全体が分かる担当者の方にお願いいたします。 

４． ご回答は、あてはまる番号に○をつけ、（  ）内や記入欄には、具体的にご記入ください。 

５． 回 答 に 際 し て メ ー ル に よ る 返 信 を ご 希 望 さ れ る 場 合 は 、 下 記 担 当 者 ま で Ｅ メ ー ル

（toiawase@rpi.co.jp）でご連絡ください。ワードファイル形式の調査票をお送りいたします。 

６． 調査の内容等、ご不明な点がございましたら、下記担当者までお問い合わせください。 

＜調査実施者＞  〒101-0061東京都千代田区三崎町 3-1-16 神田アメレックスビル 8 階 

株式会社アール・ピー・アイ （本社） 

TEL:03-5212-3411（直通）FAX：03-5214-3414 

E-mail：toiawase@rpi.co.jp 

■コールセンター調査担当：佐藤（さとう）・木佐貫（きさぬき） 

沖縄営業所：沖縄県那覇市松尾 1-19-1 ベルザ沖縄 8階 

TEL：098-917-6328 FAX：098-917-6325 

E-mail：okinawa-rpi@rpi.co.jp 

■コールセンター調査担当：楠本（くすもと）・三島（みしま） 

問１ 貴事業所の概要について 

 

(1) 貴事業所の所在地をご記入ください。（空欄に記入） 

 

            都・道・府・県 

 

(2) 貴事業所（貴社）の形態は次のどれに当てはまりますか。（あてはまるもの１つに○） 

 

1. 支社等をも持たない単独の形態 

2. 本社以外に支社等を有する形態の本社 

3. 本社以外に支社等を有する形態の支社・支店等 

 

 

(3) 貴事業所におけるコールセンター業務の開始時期はいつですか。（あてはまるもの１つに○） 

 
1. １９８９年以前    2. １９９０～１９９９年 

3. ２０００年～２０１０年   4. ２０１１年～現在 

 

(4) 貴事業所におけるコールセンター業務の形態は次のどれですか。（あてはまるもの１つに○） 

 

1. 主としてインハウス業務 

2. 主としてアウトソーシング業務 

3. インハウス業務とアウトソーシング業務の両方 

 

(5) 貴事業所のコールセンター業務の内容は次のどれですか。（あてはまるもの全てに○） 

 
1. ヘルプデスク（製品の使用方法やトラブルに関する問い合わせ対応） 

2. カスタマーサービス（顧客からの、「問い合わせ」「クレーム」対応など） 

3. 営業支援（顧客企業の営業・販促支援を行うサービス：テレセールス） 

4. 督促等（上記営業支援以外の顧客企業の督促） 

5. リサーチ（市場調査、世論調査など） 

6. その他（                             ） 
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(6) 提供サービス業務の業種別の売上割合についてお聞きします。直近の決算をもとに合計が 10

割になるよう数字をご記入ください。 

業種 全売上に占める割合 

金融業 （  ）割 

情報通信業 （  ）割 

通信販売業 （  ）割 

製造業 （  ）割 

観光業 （  ）割 

その他（             ） （  ）割 

 

(7) 貴事業所で対応する業務の実施期間（受託期間）についてお聞きします。直近の決算をもと

に合計が 10割になるよう数字をご記入ください。 

業務期間（受託期間） 全売上に占める割合 

6 か月未満の業務 （  ）割 

6 か月以上 1 年未満の業務 （  ）割 

1 年程度の業務 （  ）割 

1 年以上 2年未満の業務 （  ）割 

2 年以上の業務 （  ）割 

 

(8) 貴事業所で対応可能な業務は次のどれですか。（あてはまるもの全てに○） 

 
1. コール対応業務   2. メール対応業務  3. FAX対応業務 

4. ソーシャルメディア対応業務  5. その他（    ） 

 

(9) 貴事業所でコールセンター業務以外に提供するサービスはありますか。（あてはまるもの全

てに○） 

 
1. バックオフィス業務  2. マーケティング分析業務 3. 人材派遣業務 

4. 人材研修業務     5. その他（    ） 

 

 

(10) 直近の決算における貴事業所の年間売上高は次のどれですか。（あてはまるもの１つに○） 

 

1. １億円未満    2. １億円以上３億円未満   

3. ３億円以上５億円未満  4. ５億円以上１０億円未満  

5. １０億円以上５０億円未満  6. ５０億円以上 

7. わからない 

 

 (11) ３年前と比較し、年間売上高はどのように変化していますか。（あてはまるもの１つに○） 

 

1. 大幅増加（２０％以上の増加） 2. やや増加（５％以上２０％未満の増加） 

3. ほぼ横ばい（±５％未満）  4. やや減少（５％以上２０％未満の減少） 

5. 大幅減少（２０％以上の減少） 6. 3年前は操業していない 

 

(12) 貴事業所のサービス面における特徴や、差別化要因は何ですか。（あてはまるもの全てに○） 

 
1. より高付加価値なサービスを提供できること  

2. より低いコストでサービスを提供できること 

3. より大規模なサービスを提供できること 

4. 専門性を必要とする分野に対応したサービスを提供できること 

5. その他（         ） 

6. 特にない 

 

(13) 貴事業所が今立地している都道府県で操業されるメリットは次のどれですか。（あてはまる

もの全てに○） 

 
1. 人件費が安い   2. 若い人材が多い  

3. ホスピタリティが高い  4. 行政支援が充実   

5. 業務との親和性が高い  6. その他（    ） 

7. 特に理由はない 

 

 

問２ 従業者等について 

 

(1) 貴事業所内の全従業者数は何人ですか。2015 年 10 月 1 日現在でお答えください。（空欄に

数字を記入） 

従業者構造 人数 

役員 （   ）人 

営業職 （   ）人 

事務職 （   ）人 

マネジャー （   ）人 

スーパーバイザー （   ）人 

リーダー （   ）人 

コミュニケーター （   ）人 

その他（             ） （   ）人 

合計 （   ）人 

(2) 貴事業所内のコミュニケーター数の推移と、内訳を教えてください。（空欄に数字を記入） 

 

2014年 10月 1

日現在の人数（概

ね 1年前の状況） 

2014年 10月 1日

～2015 年 9 月 30

日 

までの離職人数 
（概ね 1年間の状

況） 

2015年 10

月 1日現在

の人数 
（現在の状

況） 

事業所内のコミュニケーター合計数 人 人 人 

内
訳 

正規雇用従業者数 人 人 人 
非正規従業者数（契約期間1年以上） 人 人 人 
非正規従業者数（契約期間1年未満） 人 人 人 
派遣労働者数 人 人 人 
紹介予定派遣労働者数 人 人 人 
パート・アルバイト数 人 人 人 

  

(3) 貴事業所内のコミュニケーターの確保状況はどうですか。（それぞれあてはまるもの１つに

○） 

 1. 常に確保 

できている 

2.概ね確保 

できている 

3.不足する 

ことが多い 

4.常に不足 

している 

コミュニケーター全体 1. 2. 3. 4. 

内

訳 

正規雇用従業者 1. 2. 3. 4. 

非正規従業者 
（契約期間 1 年未満） 1. 2. 3. 4. 

非正規従業者 
（契約期間 1 年以上） 1. 2. 3. 4. 

派遣労働者数 1. 2. 3. 4. 

紹介予定派遣労働者数 1. 2. 3. 4. 

パート・アルバイト数 1. 2. 3. 4. 

 

(4) 今後増やしたい従業者形態は次のどれですか。（あてはまるもの１つに○） 

1. 正規雇用従業者    2. 非正規従業者（契約期間 1 年未満） 

3. 非正規従業者（契約期間 1 年以上）  4. 派遣労働者 

5. 紹介予定派遣労働者    6. パート・アルバイト 

 

(5) コミュニケーターの求人方法と効果は次のどれですか。（それぞれあてはまるもの全てに○） 

求人方法 活用した求人方法 効果がある求人方法 

ハローワーク 1. 1. 

求人誌等紙媒体 2. 2. 

WEB媒体 3. 3. 

新聞広告 4. 4. 

問３ 人材育成について 

 

(1) コミュニケーターの人材育成のうち、現在取組んでいることと、今後重要視することは何で

すか。（それぞれあてはまるもの全てに○） 

人材育成内容 現在の取組 今後の重視点 

電話応対・マナー研修 1. 1. 

業務知識研修 2. 2. 

端末操作研修 3. 3. 

会社の方針や経営理念の理解 4. 4. 

語学研修 5. 5. 

資格取得支援 6. 6. 

その他（               ） 7. 7. 

行っていない・特にない 8. 8. 

 

(2) コミュニケーターの人材育成で実施している方法は次のどれですか。 

（あてはまるもの全てに○） 

 

1. OJT（現場での指導） 2. 社内研修  3. 民間企業主催の研修 

4. 業界団体主催の研修  5. 公的機関主催の研修 6. 自己啓発・自己研鑚 

7. その他（        ） 

8.行っていない 

 

 (3) コミュニケーターの昇進・登用などのキャリアパスについて、制度はありますか。 

（あてはまるもの１つに○） 

 

1. ある    2. ない  

 

(4) 昇進・登用などのキャリアパスがある場合は、内容を具体的に教えてください。 
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問４ 福利厚生について 

 

 (1) コミュニケーターの福利厚生として取り組んでいるものは次のどれですか。（A、B、C それぞ

れについて、あてはまるもの全てに○） 

 （A） 

正規雇用従業員 

（B） 

非正規従業員 

（契約期間 1 年以

上） 

（C） 

非正規従業員 

（契約期間 1 年未

満） 

昇給 1. 1. 1. 

賞与 2. 2. 2. 

交通費補助 3. 3. 3. 

社会保険 4. 4. 4. 

扶養・住宅等手当 5. 5. 5. 

退職金 6. 6. 6. 

育児休暇 7. 7. 7. 

介護休暇 8. 8. 8. 

健康診断 9. 9. 9. 

その他 

（       ） 
10. 10. 10. 

 

 (2) 今後取り組みたいコミュニケーターの福利厚生は次のどれですか。（A、B、Cそれぞれについ

て、あてはまるもの全てに○） 

 （A） 

正規雇用従業員 

（B） 

非正規従業員 

（契約期間 1 年以

上） 

（C） 

非正規従業員 

（契約期間 1 年未

満） 

昇給 1. 1. 1. 

賞与 2. 2. 2. 

交通費補助 3. 3. 3. 

社会保険 4. 4. 4. 

扶養・住宅等手当 5. 5. 5. 

退職金 6. 6. 6. 

育児休暇 7. 7. 7. 

介護休暇 8. 8. 8. 

健康診断 9. 9. 9. 

その他 

（       ） 
10. 10. 10. 

 

(3) 今後取り組みたいコミュニケーターの待遇等の改善点は次のどれですか。（あてはまるもの

全てに○） 

 

1. 賃金を上げる     

2. 正社員の枠を増やす 

3. 地域限定社員を増やす 

4. 時短勤務など働き方の自由度を高める   

5. スーパーバイザーへの昇格などを目指せるキャリアパスを設ける 

6. その他（         ） 

7. まだ決まっていない 

 

 

問５ 行政支援について 

 

(1) 行政支援の利用とニーズをお答えください。（A、B、Cそれぞれについて、あてはまるもの全

てに○） 

 （A） 

利用した支援 

 （C） 

今後利用したい支援 （B）うち、効果が 

あった支援 

企業立地に伴う用地斡旋 1. 1. 1. 

設備費補助・貸与 2. 2. 2. 

税制優遇 3. 3. 3. 

経営相談 4. 4. 4. 

通信費補助・軽減 5. 5. 5. 

人件費補助 6. 6. 6. 

人材採用情報提供 7. 7. 7. 

人材採用（マッチング）支援 8. 8. 8. 

人材育成支援 9. 9. 9. 

 

(2) 行政支援につきまして、上記以外で特に必要なものがあれば下記にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 今後の展望等について 

 

(1) 貴事業所における課題領域についてお聞きします。 

 

課題領域 
優先順位 

（空欄に最も優先度の高いものを「1」として、 

以下順に「7」まで番号を記入してください） 

労働力確保  

人材育成  

福利厚生  

待遇（賃金）改善  

設備投資  

サービス品質向上  

技術開発  

 

(2) 貴事業所の将来（概ね 10年後）の業務形態はどのように考えられますか。（あてはまるもの

１つに○） 

 

1. 現在の場所での現状維持 

2. 現在の場所での業務拡大 

3. 本社や他事業所含めた業務拡大による他地域への移転（国内） 

4. 本社や他事業所含めた業務拡大による他地域への移転（海外） 

5. 本社や他事業所との統合による現在の場所からの移転（国内） 

6. 本社や他事業所との統合による現在の場所からの移転（海外） 

 

 

(3) 貴事業所の将来（概ね 10年後）の展望をお答えください。（あてはまるもの１つに○） 

 

1. 現在の顧客・サービス形態を継続して提供する  

2. 現在の顧客に新たな価値提供サービスを行う 

3. 現在の提供サービスを維持しながら新たな顧客を開拓する 

4. 新たな顧客に現在提供するサービス以外の価値提供サービスを行う 

5. その他（        ） 

6. わからない 

   

 

■その他、ご意見ご要望等ございましたらご自由にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上で質問は終了です。 

お忙しいところご協力いただき、誠にありがとうございました。 

２月５日金曜日までに投函をお願いいたします。 
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（３）集計結果 

 

１) 事業所の概要 

 

■対象事業者の区分 

対象の事業所の区分は、出先である事業所が約７割、本社が約２割となっている。 

 

 
注：表タイトルの（SA）はシングルアンサー、（MA）はマルチアンサー 

 

■立地した時期 

立地時期は、2000年～2010年が約５割、2011 年以降が約３割となっている。 

 

 

 
■県内に立地した経緯 

県内立地経緯は、支社支店としての立地が８割、県内での起業は約１割となっている。 

 

 
  

1_ヒアリング対象事業所区分（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 本社 8 22.9
2 事業所 25 71.4

無回答 2 5.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

3_立地年次（年月）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 1989年以前 0 0.0
2 1990～1999年 4 11.4
3 2000年～2010年 16 45.7
4 2011年以降 11 31.4

無回答 4 11.4
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

4_立地経緯（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 沖縄で起業 5 14.3
2 沖縄に移転 1 2.9
3 支社支店として 28 80.0

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）
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■事業所の形態 

事業所の形態は、支店支社が約８割、支社を有している事業所の本社が約１割、支社を

持たない単独事業所が約１割となっている。 

 

 
 

■直近の年間売上高 

直近の年間売上高は、１億円以上３億円未満が最も多く約２割となっている。 

 

 
 

■年間売上高の変化 

３年前と比較した年間売上高の変化は、やや増加が約３割、大幅増加が約２割となって

おり、約半分の事業所が増加としている。 

 

 

 
 
 
 
 

5_貴事業所（貴社）の形態は次のどれに当てはまりますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 支社等をも持たない単独の形態 4 11.4
2 本社以外に支社等を有する形態の本社 4 11.4
3 本社以外に支社等を有する形態の支社・支店等 27 77.1

無回答 0 0.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

構成比（％）

48_直近の決算における貴事業所の年間売上高は次のどれですか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 １億円未満 2 5.7
2 １億円以上３億円未満 6 17.1
3 ３億円以上５億円未満 5 14.3
4 ５億円以上１０億円未満 2 5.7
5 １０億円以上５０億円未満 5 14.3
6 ５０億円以上 3 8.6
7 わからない 8 22.9

無回答 4 11.4
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30
構成比（％）

49_３年前と比較し、年間売上高はどのように変化していますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 大幅増加（２０％以上の増加） 6 17.1
2 やや増加（５％以上２０％未満の増加） 10 28.6
3 ほぼ横ばい（±５％未満） 7 20.0
4 やや減少（５％以上２０％未満の減少） 1 2.9
5 大幅減少（２０％以上の減少） 1 2.9
6 3年前は操業していない 1 2.9

無回答 9 25.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30
構成比（％）
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２) 業務の内容と特徴 

 
■主な業務形態（インハウス、アウトソーシング） 

事業所のコールセンター業務の主な形態は、インハウス業務が約５割、アウトソーシン

グ事業が約４割となっている。 

 

 
 

■コールセンター業務の内容 

コールセンター業務の内容は、カスタマーサービスが約７割で最も多く、次いでヘルプ

デスクが約４割となっている。 

 

 

 
 

■事業所で対応可能な業務 

対応可能な業務として最も多いのはコール対応業務で約９割、次はメール対応業務が約

６割となっている。 

 

 
  

6_貴事業所におけるコールセンター業務の形態は次のどれですか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 主としてインハウス業務 16 45.7
2 主としてアウトソーシング業務 13 37.1
3 インハウス業務とアウトソーシング業務の両方 5 14.3

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

7_貴事業所のコールセンター業務の内容は次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ヘルプデスク（製品の使用方法やトラブルに関する問い合わせ対応） 15 42.9
2 カスタマーサービス（顧客からの、「問い合わせ」「クレーム」対応など） 25 71.4
3 営業支援（顧客企業の営業・販促支援を行うサービス：テレセールス） 10 28.6
4 督促等（上記営業支援以外の顧客企業の督促） 1 2.9
5 リサーチ（市場調査、世論調査など） 5 14.3
6 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13 37.1

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

19_貴事業所で対応可能な業務は次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 コール対応業務 30 85.7
2 メール対応業務 22 62.9
3 FAX対応業務 12 34.3
4 ソーシャルメディア対応業務 4 11.4
5 その他 8 22.9

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）
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■コールセンター業務以外に提供しているサービス 

コールセンター業務以外に提供しているサービスは、バックオフィス業務が約５割、人

材派遣業務が約３割となっている。 

 

 
 

■インハウス業務の受注業務の今後の展望 

インハウス業務の受注業務の今後の展望としては、変わるとする事業所が約２割、変わ

らないとする事業所が約４割となっている。 

 

 
 

■インハウス業務の今後の変化の内容（ヒアリング結果コメント） 

 

・関連企業受注拡大により拡大する。 

・グループ本社の様々なオペレーション業務の受託が増える。 

・取扱件数が増加する。 

・インハウス業務中心からアウトソーシング業務へ、コール業務に加えて BPO 事業の展

開を計画している。 

・平成２８年４月施行の障害者差別解消法による需要増が見込まれる。 

・クライアント別業界の動向にもよるが、非通販系業務にシフトする可能性がある。 

・電力自由化などの市場動向に合わせたサービスの対応が必要になる。 

  

20_ コールセンター業務以外に提供するサービスはありますか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 バックオフィス業務 16 45.7
2 マーケティング分析業務 4 11.4
3 人材派遣業務 10 28.6
4 人材研修業務　　　　 5 14.3
5 その他 4 11.4

無回答 7 20.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

33_貴社の受注業務について今後の展望を教えてください。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 変わる 7 20.0
2 変わらない 13 37.1
3 分からない 12 34.3

無回答 3 8.6
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40
構成比（％）
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■事業所設置当初からのインハウス、アウトソーシング業務構成の変化 

事業所設置当初から現在までに、インハウス業務・アウトソーシング業務の構成の変化

について、あるとする事業所は約１割、ないとする事業所は約７割となっている。 

 

 

 
■繁忙閑散の有無 

年間を通じて事業所全体の繁忙・閑散の有無については、あるとする事業所が８割、な

いとする事業所が２割となっている。 

 

 

 
 

■差別化要因 

サービス面の特徴、差別化要因については、より高付加価値なサービスを提供できるこ

ととする事業所が約７割、専門性を必要とする分野に適応したサービスを提供できること

とする事業所が約６割となっている。 

 

 

  

47_現在のインハウス業務・アウトソース業務構成は事業所設置当初から変化がありますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ある 5 14.3
2 ない 23 65.7

無回答 7 20.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70

構成比（％）

50_年間を通して事業所全体の繁忙・閑散はありますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ある 28 80.0
2 ない 7 20.0

無回答 0 0.0
サンプル数 35 100.0

0 50 100

構成比（％）

55_貴事業所のサービス面における特徴や、差別化要因は何ですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 より高付加価値なサービスを提供できること 24 68.6
2 より低いコストでサービスを提供できること 14 40.0
3 より大規模なサービスを提供できること 4 11.4
4 専門性を必要とする分野に対応したサービスを提供できること 22 62.9
5 その他（ 3 8.6
6 特にない 1 2.9

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）
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【参考：県外の状況 ～差別化要因～ 】 

 

   県外の事業所では、低価格化による差別化をあげる割合が約７割にのぼり、沖縄県内事業

所を上回っている。また専門性の点においては、県外事業所は４割にとどまり、沖縄県内事

業所を下回っている。 
 

 

  

55_貴事業所のサービス面における特徴や、差別化要因は何ですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 より高付加価値なサービスを提供できること 9 60.0
2 より低いコストでサービスを提供できること 10 66.7
3 より大規模なサービスを提供できること 4 26.7
4 専門性を必要とする分野に対応したサービスを提供できること 6 40.0
5 その他（ 0 0.0
6 特にない 1 6.7

無回答 0 0.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）
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３) 従業者の状況 

 

■全従業者数 

全従業者数は、30 人以上の事業所が約７割、10～29 人の事業所が約２割となっている。

30 人以上の従業者がいる事業所のうち、100 人以上は、16 事業所ある（うち 500 人以上は

５事業所）。 

 

 
 

■コミュニケーター 

コミュニケーターの人数は、30人以上の事業所が約５割、10～29人の事業所が約２割と

なっている。 

 

 
 

■コミュニケーターの構成 

コミュニケーターの構成で最も多いのは、非正規従業者（1年以上）で約４割、次いで非

正規従業者（1年未満）が約３割、正規雇用従業者は 5.0％となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

注：回答サンプル中、上記項目のすべてに記載があったもののみ集計 

 

65_全従業者数は何人＿合計（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 0人 0 0.0
2 1～4人 0 0.0
3 5～9人 0 0.0
4 10～29人 7 20.0
5 30人以上 23 65.7

無回答 5 14.3
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

63_全従業者数は何人＿コミュニケーター（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 0人 1 2.9
2 1～4人 0 0.0
3 5～9人 0 0.0
4 10～29人 8 22.9
5 30人以上 17 48.6

無回答 9 25.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60
構成比（％）

項目 現在の人数 構成比

正規雇用従業者数 394 5.0%

非正規従業者数（1年以上） 2,937 37.1%

非正規従業者数（1年未満） 2,611 33.0%

派遣労働者数 841 10.6%

パート・アルバイト数 1,130 14.3%

合計 7,913 100.0%
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■コミュニケーターの離職状況 

2014年 10月１日から 2015年９月 30日までの正規従業者、非正規従業者の離職率（この

期間の離職人数÷2014年 10月１日在職者数）は、コミュニケーター全体では約４割、正規

雇用従業者は約１割、非正規従業者は、１年以上、１年未満ともに約４割となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

注：回答サンプル中、上記項目のすべてに記載があったもののみ集計 

 
 

■コミュニケーターの確保状況 

コミュニケーターの確保状況は、常に確保できている事業所はなし、概ね確保できてい

るとする事業所は約３割、不足することが多いとする事業所と、常に不足しているとする

事業所を合わせると約３割となっている。 

 

 

 
■正規雇用従業者の確保状況 

正規雇用従業者の確保状況は、常に確保できている事業所と、概ね確保できている事業

所を合わせると約５割、不足することが多いとする事業所と常に不足しているとする事業

所は合わせると約１割となっている。 

 

 

87_コミュニケーターの確保状況＿全体（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 0 0.0
2 概ね確保できている 9 25.7
3 不足することが多い 8 22.9
4 常に不足している 4 11.4

無回答 14 40.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

88_内訳＿正規雇用従業者（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 3 8.6
2 概ね確保できている 13 37.1
3 不足することが多い 1 2.9
4 常に不足している 3 8.6

無回答 15 42.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

項目
①

2014年10月1日時点の
人数

②
2014年10月1日～2015年9

月30日までの
離職者数

離職率
②÷①

正規雇用従業者数 364 46 12.6%

非正規従業者数（1年以上） 3,072 1,310 42.6%

非正規従業者数（1年未満） 2,248 845 37.6%

合計 5,684 2,201 38.7%
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■契約期間１年未満の非正規従業者の確保状況 

契約期間１年未満の非正規従業者の確保状況は、常に確保できている事業所と、概ね確

保できている事業所を合わせると約３割、不足することが多いとする事業所と常に不足し

ているとする事業所も約３割となっている。 

 

 

 
■契約期間１年以上の非正規従業者の確保状況 

契約期間１年以上の非正規従業者の確保状況は、常に確保できている事業所と、概ね確

保できている事業所を合わせると約３割、不足することが多いとする事業所と常に不足し

ているとする事業所は合わせると約２割となっている。 

 

 

 
■今後増やしたい従業者の形態 

今後増やしたい従業者形態は、正規雇用従業者とする事業所が約３割、契約期間１年以

上の非正規従業者とする事業者が約１割となっている。 

 

 

  

89_内訳＿非正規（契約期間１年未満）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 1 2.9
2 概ね確保できている 8 22.9
3 不足することが多い 8 22.9
4 常に不足している 3 8.6

無回答 15 42.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

90_内訳＿非正規（契約期間１年以上）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 1 2.9
2 概ね確保できている 9 25.7
3 不足することが多い 4 11.4
4 常に不足している 2 5.7

無回答 19 54.3
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60

構成比（％）

94_今後増やしたい従業者形態は次のどれですか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 正規雇用従業者 9 25.7
2 非正規従業者数（契約期間1年未満） 2 5.7
3 非正規従業者数（契約期間1年以上） 5 14.3
4 派遣労働者数 0 0.0
5 紹介予定派遣労働者 1 2.9
6 パート、アルバイト 4 11.4

無回答 14 40.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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【参考：県外の状況 ～人材確保の状況～ 】 

■コミュニケーターの確保状況 

   不足することが多い、常に不足という割合が７割にのぼる。 

 
 

■内訳 

正規雇用者に比べると、非正規雇用者の不足感がやや強い。 

 

 

 
 

■今後増やしたい従業者形態 

沖縄県と比較し、正規雇用を増やす意向がより高くなっている。 

 
  

87_コミュニケーターの確保状況＿全体（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 0 0.0
2 概ね確保できている 3 20.0
3 不足することが多い 6 40.0
4 常に不足している 5 33.3

無回答 1 6.7
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

88_内訳＿正規雇用従業者（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 2 13.3
2 概ね確保できている 6 40.0
3 不足することが多い 1 6.7
4 常に不足している 1 6.7

無回答 5 33.3
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

90_内訳＿非正規（契約期間１年以上）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 2 13.3
2 概ね確保できている 3 20.0
3 不足することが多い 3 20.0
4 常に不足している 0 0.0

無回答 7 46.7
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

89_内訳＿非正規（契約期間１年未満）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 常に確保できている 1 6.7
2 概ね確保できている 5 33.3
3 不足することが多い 1 6.7
4 常に不足している 2 13.3

無回答 6 40.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

94_今後増やしたい従業者形態は次のどれですか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 正規雇用従業者 6 40.0
2 非正規従業者数（契約期間1年未満） 2 13.3
3 非正規従業者数（契約期間1年以上） 3 20.0
4 派遣労働者数 2 13.3
5 紹介予定派遣労働者 0 0.0
6 パート、アルバイト 2 13.3

無回答 0 0.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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４) 従業者の求人方法 

 

■活用した求人方法 

コミュニケーターの求人で活用した求人方法は、ハローワークとする事業所、求人誌等

紙媒体とする事業所がともに約９割を占めている。 

 

 
 

■効果があった求人方法 

コミュニケーターの求人で効果があった求人方法は、求人誌等紙媒体とする事業所が約

６割、ハローワークとする事業所が約５割となっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

95_ コミュニケーターの＿活用した求人方法（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ハローワーク 31 88.6
2 求人誌等紙媒体 31 88.6
3 WEB媒体 17 48.6
4 新聞広告 5 14.3
5 学校等への求人 12 34.3
6 従業員の知人経由（口コミ） 21 60.0
7 人材派遣会社の活用 18 51.4

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100

構成比（％）

96_コミュニケーターの＿効果がある求人方法（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ハローワーク 17 48.6
2 求人誌等紙媒体 20 57.1
3 WEB媒体 9 25.7
4 新聞広告 0 0.0
5 学校等への求人 4 11.4
6 従業員の知人経由（口コミ） 13 37.1
7 人材派遣会社の活用 14 40.0

無回答 4 11.4
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）
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５) 雇用に関する取り組み 

 

■今後の雇用形態の変化 

現在の雇用形態の今後の変化について、変化があるとする事業所が約４割、変化はない

とする事業者は約２割となっている。 

 

 
 

■子育て女性の再就業について 

子育て女性の再就業について、すでに対応を始めている事業所が約７割、自社でも必要

となってくる、業界的には必要となってくる、を合わせて９割以上が必要性を感じている。 

 

 
 

■リタイア後のシニアについて 

リタイア後のシニアについて、すでに対応を始めている事業所は約２割、業界的には必

要となってくるとする事業所は約５割となっている。 

 

 
 
 
  

97_現状の雇用形態は、今後変化はあると思いますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ある 15 42.9
2 ない 6 17.1
3 分からない 13 37.1

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

98_子育て中の女性の再就業（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 5 14.3
2 自社でも必要となってくる 5 14.3
3 すでに対応を始めている 23 65.7

無回答 2 5.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

99_リタイア後のシニア（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 16 45.7
2 自社でも必要となってくる 6 17.1
3 すでに対応を始めている 6 17.1

無回答 7 20.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）
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■在宅勤務（テレワーク）について 

在宅勤務について、すでに対応を始めている事業所は約２割、業界的に必要となってく

るとする事業所は４割となっている。 

 

 
 

■外国人労働者 

外国人労働者について、すでに対応を始めている事業所は約１割、業界的には必要とな

ってくるとする事業所は約４割となっている。 

 

 
 
  

100_在宅勤務（テレワーク）（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 14 40.0
2 自社でも必要となってくる 6 17.1
3 すでに対応を始めている 7 20.0

無回答 8 22.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

101_外国人労働者（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 業界的には必要となってくる 15 42.9
2 自社でも必要となってくる 7 20.0
3 すでに対応を始めている 3 8.6

無回答 10 28.6
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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６) 人材育成の取り組み 

 

■現在取り組んでいる人材育成 

現在取り組んでいる人材育成について、業務知識研修に取り組んでいる事業所が約９割、

電話応対・マナー研修に取り組んでいる事業所も約９割となっている。 

 

 

 
■今後重視する人材育成 

今後重視する人材育成について、業務知識研修とする事業所が約７割、電話応対・マナ

ー研修とする事業所と会社の方針や経営理念の理解とする事業所がそれぞれ約６割となっ

ている。 

 

 

 
 
 
 
  

102_人材育成のうち＿現在の取組（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 電話応対・マナー研修 30 85.7
2 業務知識研修 31 88.6
3 端末操作研修 26 74.3
4 会社の方針や経営理念の理解 21 60.0
5 語学研修 2 5.7
6 資格取得支援 17 48.6
7 その他 3 8.6
8 行っていない・特にない 0 0.0

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）

103_人材育成のうち＿今後の重視点（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 電話応対・マナー研修 22 62.9
2 業務知識研修 24 68.6
3 端末操作研修 14 40.0
4 会社の方針や経営理念の理解 22 62.9
5 語学研修 7 20.0
6 資格取得支援 10 28.6
7 その他 4 11.4
8 行っていない・特にない 0 0.0

無回答 3 8.6
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）
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■コミュニケーターの人材育成の方法 

コミュニケーターの人材育成の方法について、社内研修を実施している事業所が約９割、

ＯＪＴを実施している事業所が約９割となっている。 

 

 

 
■コミュニケーターのキャリアパス制度の有無 

コミュニケーターの昇進・登用などのキャリアパス制度について、あるとする事業所は

約９割、ないとする事業所は約１割となっている。 

 

 

 
 
 
  

104_コミュニケーターの人材育成で実施している方法は次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 OJT（現場での指導） 30 85.7
2 社内研修 32 91.4
3 民間企業主催の研修 9 25.7
4 業界団体主催の研修 9 25.7
5 公的機関主催の研修 2 5.7
6 自己啓発・自己研鑚 8 22.9
7 その他 0 0.0
8 行っていない 0 0.0

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）

105_ コミュニケーターの昇進・登用などのキャリアパスについて、制度はありますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ある 31 88.6
2 ない 3 8.6

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 50 100

構成比（％）
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７) 福利厚生の状況 

 

■正規従業者の福利厚生 

正規従業者の福利厚生としては、昇給、交通費補助、社会保険、育児休暇、健康診断の

それぞれについてあるとする事業所が約８割となっている。 

 

 

 
■正規従業者の今後の福利厚生 

正規従業者の今後の福利厚生として突出したものはなく、すべての取り組みで約２割と

なっている。 

 

 

  

106_福利厚生＿（A）正規雇用従業員（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 29 82.9
2 賞与 24 68.6
3 交通費補助 29 82.9
4 社会保険 29 82.9
5 扶養・住宅等手当 15 42.9
6 退職金 18 51.4
7 育児休暇 27 77.1
8 介護休暇 26 74.3
9 健康診断 29 82.9
10 その他 0 0.0

無回答 5 14.3
サンプル数 35 100.0

0 50 100
構成比（％）

109_今後の福利厚生＿（A）正規雇用従業員（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 8 22.9
2 賞与 7 20.0
3 交通費補助 7 20.0
4 社会保険 6 17.1
5 扶養・住宅等手当 8 22.9
6 退職金 6 17.1
7 育児休暇 8 22.9
8 介護休暇 6 17.1
9 健康診断 6 17.1
10 その他 1 2.9

無回答 20 57.1
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）
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■契約期間１年以上の非正規従業者の福利厚生 

契約期間１年以上の非正規従業者の福利厚生として、社会保険があるとする事業所、交

通費補助があるとする事業所がそれぞれ約７割となっている。 

 

 

 
■契約期間１年以上の非正規従業者の今後の福利厚生 

契約期間１年以上の非正規従業者の今後の福利厚生として、昇給とする事業所がやや多

く約３割となっている。 

 

 

 
  

107_福利厚生＿（B）非正規従業員（契約期間１年以上（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 21 60.0
2 賞与 7 20.0
3 交通費補助 23 65.7
4 社会保険 24 68.6
5 扶養・住宅等手当 4 11.4
6 退職金 2 5.7
7 育児休暇 21 60.0
8 介護休暇 16 45.7
9 健康診断 21 60.0
10 その他 1 2.9

無回答 9 25.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

110_今後の福利厚生＿（B）非正規従業員（契約期間１年以上（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 9 25.7
2 賞与 2 5.7
3 交通費補助 6 17.1
4 社会保険 6 17.1
5 扶養・住宅等手当 5 14.3
6 退職金 1 2.9
7 育児休暇 7 20.0
8 介護休暇 5 14.3
9 健康診断 5 14.3
10 その他 1 2.9

無回答 22 62.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

構成比（％）
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■契約期間１年未満の非正規従業者の福利厚生 

契約期間１年未満の非正規従業者の福利厚生として、社会保険があるとする事業所、交

通費補助があるとする事業所がそれぞれ約５割となっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■契約期間１年未満の非正規従業者の今後の福利厚生 

契約期間１年未満の非正規従業者の今後の福利厚生として、昇給とする事業所が約２割、

交通費補助、社会保険とする事業所はそれぞれ約１割となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■今後取り組みたいコミュニケーターの待遇改善点 

今後取り組みたいコミュニケーターの待遇等の改善点としては、賃金を上げるとする事

業所が約６割、時短勤務など、働き方の自由度を高めるとする事業所が４割となっている。 

 

 

 
  

108_福利厚生＿（C）非正規従業員（契約期間１年未満）（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 13 37.1
2 賞与 3 8.6
3 交通費補助 18 51.4
4 社会保険 19 54.3
5 扶養・住宅等手当 2 5.7
6 退職金 1 2.9
7 育児休暇 11 31.4
8 介護休暇 8 22.9
9 健康診断 14 40.0
10 その他 1 2.9

無回答 14 40.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60
構成比（％）

111_今後の福利厚生＿（C）非正規従業員（契約期間１年未満）（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 昇給 6 17.1
2 賞与 1 2.9
3 交通費補助 5 14.3
4 社会保険 5 14.3
5 扶養・住宅等手当 1 2.9
6 退職金 1 2.9
7 育児休暇 3 8.6
8 介護休暇 1 2.9
9 健康診断 3 8.6
10 その他 1 2.9

無回答 25 71.4
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

112_今後取り組みたいコミュニケーターの待遇等の改善点は次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 賃金を上げる 20 57.1
2 正社員の枠を増やす 9 25.7
3 地域限定社員を増やす 9 25.7
4 時短勤務など働き方の自由度を高める 14 40.0
5 スーパーバイザーへの昇格などを目指せるキャリアパスを設ける 8 22.9
6 その他 2 5.7
7 まだ決まっていない 5 14.3

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）
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８) 県内立地や行政支援について 

 
■県内立地のメリット 

県内立地とメリットについて、人件費が安いとする事業所が約７割、ホスピタリティが

高い、行政支援が充実しているとする事業所がそれぞれ約４割となっている。 

 

 
 

■事業所が利用した行政支援 

利用した行政支援について、人件費補助とする事業所が４割、設備費補助・貸与、税制

優遇、人材採用情報提供、人材採用（マッチング）支援とする事業所がそれぞれ約３割と

なっている。 

 

 
  

56_貴事業所が今立地している場所で操業されるメリットは次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 人件費が安い 25 71.4
2 若い人材が多い 11 31.4
3 ホスピタリティが高い 13 37.1
4 行政支援が充実 13 37.1
5 業務との親和性が高い 4 11.4
6 その他 7 20.0
7 特に理由はない 3 8.6

無回答 1 2.9
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

113_行政支援＿(A)利用した支援（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 企業立地に伴う用地斡旋 7 20.0
2 設備費補助・貸与 11 31.4
3 税制優遇 10 28.6
4 経営相談 0 0.0
5 通信費補助・軽減 8 22.9
6 人件費補助 14 40.0
7 人材採用情報提供 11 31.4
8 人材採用（マッチング）支援 9 25.7
9 人材育成支援 7 20.0

無回答 9 25.7
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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■利用した行政支援のうち効果があった支援 

利用した行政支援のうち効果があった支援について、人件費補助とする事業所が４割、

設備費補助・貸与とする事業所が約３割となっている。 

 

 
 

■今後利用したい行政支援 

今後利用したい行政支援としては、人件費補助とする事業所が約４割、設備費補助・貸

与、人材採用（マッチング）支援とする事業所が約３割となっている。 

 

 
 
  

114_行政支援＿(Ｂ）うち効果があった支援（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 企業立地に伴う用地斡旋 5 14.3
2 設備費補助・貸与 9 25.7
3 税制優遇 7 20.0
4 経営相談 0 0.0
5 通信費補助・軽減 7 20.0
6 人件費補助 14 40.0
7 人材採用情報提供 5 14.3
8 人材採用（マッチング）支援 6 17.1
9 人材育成支援 5 14.3

無回答 12 34.3
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）

115_行政支援＿（Ｃ）今後利用したい支援（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 企業立地に伴う用地斡旋 6 17.1
2 設備費補助・貸与 10 28.6
3 税制優遇 6 17.1
4 経営相談 4 11.4
5 通信費補助・軽減 7 20.0
6 人件費補助 13 37.1
7 人材採用情報提供 8 22.9
8 人材採用（マッチング）支援 9 25.7
9 人材育成支援 8 22.9

無回答 14 40.0
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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【参考：県外の状況 ～行政支援の利用とニーズ～】 

 
■立地のメリット 

行政支援の充実度をあげる割合が５割を超えて最も高く、沖縄県内事業所の回答を上回

っている。一方、人件費の安さについては５割に満たず、沖縄県内の事業所の回答を下回

っている。 

 

 
■事業所が利用した行政支援 

企業立地に伴う用地斡旋と人件費補助がともに４割にのぼる。 

 

 
■今後利用したい行政支援 

通信費補助・軽減、人件費補助、人材採用（マッチング）支援がそれぞれ３割を超え、

設備費補助・貸与が約３割などの順となっている。 

 

 

 

56_貴事業所が今立地している都道府県で操業されるメリットは次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 人件費が安い 7 46.7
2 若い人材が多い 6 40.0
3 ホスピタリティが高い 3 20.0
4 行政支援が充実 8 53.3
5 業務との親和性が高い 4 26.7
6 その他 0 0.0
7 特に理由はない 1 6.7

無回答 0 0.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
構成比（％）

112_今後取り組みたいコミュニケーターの待遇等の改善点は次のどれですか。（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 賃金を上げる 18 58.1
2 正社員の枠を増やす 9 29.0
3 地域限定社員を増やす 7 22.6
4 時短勤務など働き方の自由度を高める 13 41.9
5 スーパーバイザーへの昇格などを目指せるキャリアパスを設ける 7 22.6
6 その他 2 6.5
7 まだ決まっていない 4 12.9

無回答 1 3.2
サンプル数 31 100.0

0 10 20 30 40 50 60 70
構成比（％）

115_行政支援＿（Ｃ）今後利用したい支援（MA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 企業立地に伴う用地斡旋 1 6.7
2 設備費補助・貸与 4 26.7
3 税制優遇 3 20.0
4 経営相談 2 13.3
5 通信費補助・軽減 5 33.3
6 人件費補助 5 33.3
7 人材採用情報提供 3 20.0
8 人材採用（マッチング）支援 5 33.3
9 人材育成支援 3 20.0

無回答 6 40.0
サンプル数 15 100.0

0 10 20 30 40 50
構成比（％）
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９) 今後の展望 

 

■優先度１位の課題領域の状況 

優先度１位の課題領域については、労働力の確保とする事業所が約５割、人材育成とす

る事業所が約３割となっている。 

 

 

 

■将来の業務形態について 

将来の業務形態について、現在の場所での業務拡大とする事業所が約４割、現在の場所

での現状維持が約２割、本社や他事業所を含めた業務拡大による他地域への移転とする事

業所は約２割となっている。（他地域への移転のうち大半は現在立地する場所から県内の他地域への移

転） 

 

 

 
■将来の展望 

将来の展望について、現在の提供サービスを維持しながら新たな顧客を開拓するとする

事業所、現在の顧客に新たな価値提供サービスを行うとする事業所がそれぞれ約３割とな

っている。 

 

項目
1位に選ば
れた件数

割合（％）

労働力確保 17 48.6
人材育成 12 34.3
福利厚生 0 0.0
待遇（賃金）改善 2 5.7
設備投資 0 0.0
サービス品質向上 4 11.4
技術開発 1 2.9

123_貴事業所の将来（概ね10年後）の業務形態はどのように考えられますか。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 現在の場所での現状維持 8 22.9
2 現在の場所での業務拡大 15 42.9
3 本社や他事業所含めた業務拡大による他地域への移転（国内） 6 17.1
4 本社や他事業所含めた業務拡大による他地域への移転（海外） 2 5.7
5 本社や他事業所との統合による現在の場所からの移転（国内） 0 0.0
6 本社や他事業所との統合による現在の場所からの移転（海外） 0 0.0

無回答 4 11.4
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40 50

構成比（％）

124_貴事業所の将来（概ね10年後）の展望をお答えください。（SA）

項目
件数
（件）

構成比
（％）

1 現在の顧客・サービス形態を継続して提供する 4 11.4
2 現在の顧客に新たな価値提供サービスを行う 11 31.4
3 現在の提供サービスを維持しながら新たな顧客を開拓する 12 34.3
4 新たな顧客に現在提供するサービス以外の価値提供サービスを行う 3 8.6
5 その他 0 0.0
6 わからない 2 5.7

無回答 3 8.6
サンプル数 35 100.0

0 10 20 30 40
構成比（％）



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度 沖縄振興推進調査（内閣府所管） 
「平成２７年度 沖縄におけるコールセンターの現状調査」 

 
【委託元】 
 内閣府沖縄総合事務局総務部調査企画課 
  〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 

TEL： 098-866-0031（代表） 
【調査実施機関】 
 株式会社 アール・ピー・アイ 
  〒101-0061 東京都千代田区三崎町３丁目１番１６号 
         神田アメレックスビル８階 

TEL： 03-5212-3411（代表） 



 

 

 


